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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】体通路内で使用するための拡張型ステントを提
供する。
【解決手段】ステント２０は、少なくとも２つのストラ
ット４０と前記ストラットに一体に結合されたコネクタ
５０とを備える。前記ストラットのうちの少なくとも１
つは、エルボー部分と波形部分とを含む。少なくとも１
つのストラットの頂端は、少なくとも１つの凹部、くぼ
みよび／またはスロットを含むことができる。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１のストラット、第２のストラット、及び、前記第１のストラットと第２のストラッ
トとを一体に固定するコネクタを有する本体部を備える、体通路内で使用するための拡張
型医療用具であって、
　前記第１のストラット及び前記第２のストラットは前記本体部の長手方向の部分に沿っ
て前記本体部の完全な周囲を形成し、
　前記第１のストラット及び前記第２のストラットは前記本体部の長手方向に沿って相互
に間隔を空けており、
　前記第１のストラット及び前記第２のストラットのそれぞれはエルボー部分、第１の脚
部、及び、第２の脚部を含み、
　前記第１の脚部及び前記第２の脚部は前記エルボー部分の一端に接続されており、
　前記エルボー部分は外面及び内面を有し、
　前記エルボー部分の前記外面の周囲は前記エルボー部分の内面の周囲より大きく、
　前記コネクタは波形部を含み、
　前記波形部は湾曲部分及び略直線部分を含み、
　前記湾曲部分の幅は前記略直線部分の幅より狭い、
　ことを特徴とする拡張型医療用具。
【請求項２】
　前記第１のストラットの前記エルボー部分は、該エルボー部分の頂端での前記外面及び
前記内面の湾曲を促進し、且つ、前記本体部が拡張する際に該頂端での該エルボー部分の
応力を低減する湾曲構造を含み、
　前記湾曲構造は、凹部、くぼみ、スロット、細い領域、又は、これらの組み合わせを含
み、
　前記湾曲構造は、前記エルボー部分の前記内面、前記外面、又は、これらの両方に配置
され、　
　前記第１のストラットの前記エルボー部分は、前記湾曲構造として、第１の湾曲構造及
び第２の湾曲構造を含み、
　前記第１の湾曲構造は、凹部であり、
　前記第２の湾曲構造は、くぼみ、スロット、又は、これらの組み合わせを含み、
　前記第１の湾曲構造及び前記第２の湾曲構造は前記エルボー部分の前記内面に配置され
る請求項１記載の拡張型医療用具。
【請求項３】
　前記コネクタは、前記第１のストラット及び前記第２のストラットの前記エルボー部分
の前記外面に接続されている請求項１又は２記載の拡張型医療用具。
【請求項４】
　前記第１のストラットの前記第１の脚部及び前記第２の脚部の少なくとも１つは波形部
分を有し、
　該波形部分は、前記エルボー部分の一端に結合され、又は、前記エルボー部分の一端か
ら間隔を空けて配置され、又は、これらの組み合せである、
　請求項１～３のいずれか１項記載の拡張型医療用具。
【請求項５】
　前記第１のストラットの前記第１の脚部及び前記第２の脚部の少なくとも１つは不均一
な幅を有する請求項１～４のいずれか１項記載の拡張型医療用具。
【請求項６】
　前記波形部分は不均一な幅を有する請求項４又は５記載の拡張型医療用具。
【請求項７】
　前記第１のストラットの前記エルボー部分は不均一な幅を有する請求項１～６のいずれ
か１項記載の拡張型医療用具。
【請求項８】
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　前記拡張型医療用具はステントである請求項１～７のいずれか１項記載の拡張型医療用
具。
【請求項９】
　１つ以上の薬剤を含む請求項１～８のいずれか１項記載の拡張型医療用具。
【請求項１０】
　複数の前記第１のストラット及び前記第２のストラット、複数の前記コネクタ、又は、
これらの組み合せからの前記薬剤の放出速度を少なくとも部分的に制御するための１つ以
上のポリマーを含む請求項９記載の拡張型医療用具。
【請求項１１】
　前記第１のストラットの前記第１の脚部及び前記第２の脚部の少なくとも１つは、波形
部分、及び、該波形部分に接続されている直線部分を含み、
　前記波形部分は、前記エルボー部分の一端に接続され、又は、前記直線部分により前記
エルボー部分の一端から間隔を空けて配置され、又は、これらの組み合わせであり、
　前記第１のストラットの前記第１の脚部、前記第１のストラットの前記第２の脚部、前
記第１のストラットの前記エルボー部分、前記波形部分、及び、これらの組み合わせのう
ち少なくとも１つは、不均一な幅を有する、
　請求項１～１０のいずれか１項記載の拡張型医療用具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、一般に、医療用具、特に体通路の治療に用いるためのステントに関する。
【背景技術】
【０００２】
　様々な病気または疾患の医学的治療には、通常、１つ以上の医療用具の使用を含む。様
々な種類の体通路を修復するのに通常用いられる医療用具のうちの１つの種類は、拡張型
ステントである。ステントの目的の１つは、閉塞または部分的に閉塞した体通路を開くこ
とである。ステントが血管内で使用される場合、ステントを用いて閉塞した血管を開くこ
とにより、器官に解剖学的機能を提供するのに必要な改善された血流を達成する。閉塞ま
たは部分的に閉塞した体通路を開く手順には、通常、例えば、これらに限定されないが、
イントロデューサシース、ガイドカテーテル、ガイドワイヤー、血管形成術用バルーンな
どの他の医療用具と組み合わせて、１つ以上のステントを使用することが含まれる。
【０００３】
　ステントの様々な物理的特性は、そのステントの成功率に直接寄与する可能性がある。
これらの物理的特性には、放射線不透過性、フープ強度、半径方向力、金属の厚み、金属
の寸法などが含まれる。通常、コバルトとクロムとステンレス鋼がステントを形成するた
めに用いられる。このような材料は安全性、有効性および生体適合性の点で公知の歴史を
有しているため、通常はこれらの材料が用いられている。しかし、これらの材料には、大
きさ、強度、重さ、可屈曲性、生物安定性および放射線不透過性について物理的性能特性
に限界がある。結果的に、ステンレス鋼またはコバルト合金など従来の材料よりも特性は
優れているが、低延性の新材料が開発されてきた。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】米国特許出願公開公報第２００４／００９３０７６号
【特許文献２】米国特許出願公開公報第２００４／００９３０７７号
【特許文献３】米国特許第６，２０６，９１６号明細書
【特許文献４】米国特許第６，４３６、１３３号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
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　本発明は一般に、これに限定されないが、ステントなどの医療用具、より具体的には、
少なくとも部分的に、従来の材料よりも低延性の材料から形成されるステントに関する。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、従来の材料から形成することができるか、または、ステンレス鋼もしくはコ
バルト合金などの従来の材料より低延性の新材料を含むことができる医療用具に関する。
医療用具は、一般に、体通路内で用いるためのステントの形態である。本明細書において
は、用語「体通路」は、生体の任意の通路または空洞（例えば、胆管、細気管支管、鼻腔
、血管、心臓、食道、気管、胃、卵管、子宮、尿管、尿道、腸、リンパ管、鼻通路、耳管
、耳道、くも膜下腔並びに中枢および末梢神経導管など）であると定義される。治療部位
に医療用具を送達するために採用される技術には、これらに限定されないが、血管形成術
、血管吻合、移植術、移植、外科手術、皮下導入、最小限の侵襲性外科的処置、介入処置
およびこれらの任意の組み合わせが含まれる。血管用途に関しては、用語「体通路」は、
主に、心臓の血管および心室を指す。用具は、血管内送達に適し、バルーンおよび／また
は他の手段によって拡張可能な（例えば、それ自体の内力によって「自己拡張型の」）拡
張型ステントおよび／または移植片であってもよい。ステント、移植片および／または他
の適切な用具は、多くの形状および形態を取ることができる。ステントが体通路内で拡張
している間、ステントの変形の大部分は、全てではないが、応力の大部分が集中するヒン
ジ点で生じる。本発明によるステントの設計によって、変形が、ヒンジ点の他にステント
のストラットの長さに沿っても生じ、これにより、ヒンジ点での最大応力を低減し、ヒン
ジ点から外に応力を分散させる。ステントの設計はまた、ステントをより柔軟にすること
ができる。本発明の非限定的な一実施形態では、ヒンジ点での最大応力を低減し、ヒンジ
点から外に応力を分散させることは、１つには、ステントの１つ以上のストラットの長さ
の少なくとも一部に沿って、波形パターンを与えることによって達成することができる。
ストラットの長さに沿った波形パターンによって、ストラットリングが柔軟になる。この
ようにして達成されたストラットの柔軟性によって、ストラットリング間の連結部を長く
する必要性が低下する。次に、これによって、より多くのリングをステントの所与の長さ
内に配置することができる。したがって、空き領域が減少し、半径方向力が増す。ストラ
ットに沿った波形の湾曲部分は、ステントが開いている間に作用する力によって拡張する
ことができる。湾曲領域が拡張することによって、ストラット間のヒンジにおける歪みを
低減できる。これによって、低延性の材料を用いてバルーン拡張式ステントに形成するこ
とができる。波形パターンの直線部分の長さは、少なくとも部分的に、ストラットの長手
軸に沿ったストラットの柔軟性を決定する。直線部分が長いほど、ストラットおよびスト
ラットリングの柔軟性は大きくなる。本発明の別のおよび／または追加の非限定的な実施
形態では、ヒンジ点における最大応力の低減とヒンジ点から外への応力の分散とは、１つ
には、ストラットの長さに沿ってストラットの幅を小さくし、これによりストラットを一
番細い領域で湾曲させることによって、達成できる。本発明のさらに別のおよび／または
追加の非限定的な実施形態では、ヒンジ点における最大応力の低減とヒンジ点から外への
応力の分散とは、１つには、コネクタの長さに沿ってコネクタの幅を小さくし、これによ
りコネクタを一番細い領域で曲がるようにすることによって、達成できる。１つ以上のコ
ネクタが、ステント上で２つ以上のストラットを一体に結合するために用いられる。本発
明のさらに別のおよび／または追加の非限定的な実施形態では、ヒンジ点における最大応
力の低減とヒンジ点から外への応力の分散とは、１つには、１つ以上のコネクタの長さの
少なくとも一部に沿って波形パターンを与えることによって、達成できる。
【０００７】
　本発明の別のおよび／または追加の態様においては、ステント上のコネクタの長さは、
ステントの柔軟性を低減することなく短くすることができる。ステントの柔軟性に悪影響
を与えずに、コネクタの長さを低減することができることによって、ステントを、ステン
トの単位長当たりにストラットによって形成される多数のリングを含むように設計でき、
これにより、ステント本体の空き空間を低減し、同様に、あるいは代替的に、ステントの
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半径方向強度を増すことができる。
【０００８】
　本発明のさらに別のおよび／または追加の態様においては、ステント上の１つ以上の波
形パターンを、ステントが拡張している間において少なくとも部分的に長くなるように設
計し、これによりステントの縮小を軽減することができる。
【０００９】
　本発明のさらに別のおよび／または追加の態様においては、ステント上の各リングは、
多数のストラットのうちの２つのストラットを結合することによって形成される。１つ以
上のコネクタは、ストラットの２つ以上の隣接配置されたリングを一体に固定するために
用いられる。エルボーまたはヒンジ部分は、ストラットを一体に結合するために、２つ以
上のストラットの間に位置している。エルボーまたはヒンジ部分は、ストラットの一部と
見なすか、または、ストラットから分離していると見なすことができる。１つ以上の波形
パターンが、各ストラットの長さに沿って配置されている。本発明の非限定的な一実施形
態では、波形パターンは、湾曲部分によって結合された直線部分から構成することができ
る。このような設計では、少なくとも１つの直線部分と少なくとも２つの湾曲部分とが、
ストラットの長さに沿って波形部分を形成するために用いられる。波形部分を含まないス
トラットの領域は、直線であるかまたは湾曲していてもよい。本発明の別のおよび／また
は追加の非限定的な実施形態では、波形部分の幅はストラットの幅より狭くてもよいが、
これは必須ではない。本実施形態の非限定的な一態様においては、波形パターンの湾曲部
分は、直線部分よりも狭くてもよい。波形パターンの湾曲部分は、頂端で最も狭くするこ
とができ、または、頂端の２つの辺で最も狭くすることができる。しかし、これは必須で
はない。本実施形態の別の非限定的な態様では、波形パターンの湾曲部分は、直線部分よ
りも幅が広い。本実施形態のさらに別のおよび／または追加の非限定的な態様においては
、２つのストラット上もしくはその間のエルボーまたはヒンジ部分は、頂端の外側縁部に
くぼみを配置することによって、幅を狭くすることができる。この結果、エルボーまたは
ヒンジの幅は、くぼみの両側の湾曲部周りで次第に大きくなる。この構成によって、頂端
からおよびヒンジ部分周りに放射状に広がる応力が徐々に分散する。理解されるように、
くぼみは、同様に、あるいは代替的に、波形パターンの湾曲部分に配置して設けられても
よい。本実施形態のさらに別のおよび／または追加の非限定的な態様では、波形パターン
の直線部分を、直線部分が配置されているストラットの全体軸に対して、ある角度で配置
することができる。１つの非限定的な設計においては、波形パターンの直線部分を、スト
ラットの軸に垂直に配置することができる。ストラットにおける波形パターンの１つの非
限定的な目的は、ヒンジ点における応力の一部を分散させ、これによりヒンジ点における
全体歪みを軽減することが可能な領域を提供することである。同様に、あるいは代替的に
、ヒンジ点における応力の一部を分散させて、ストラットの長さに沿って１つ以上の点（
例えば、ストラットの中間点など）において、ストラットの長さに沿ったストラットのい
ずれかの位置の幅を小さくすることによってヒンジ点における全体歪みを低減することが
できる。
【００１０】
　本発明のさらに別のおよび／または追加の態様では、ステントは、ステントが拡張して
いる間に、ストラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分が、一組の隣
接するストラットが相互に離れる方向に押されて拡張するように設計されている。エルボ
ーヒンジの頂端のくぼみは、エルボーまたはヒンジ部分の外側縁部に沿って圧縮力を分散
させる空間を提供する。したがって、この空間はストラットの内側縁部の引張伸びを低減
させる。エルボーまたはヒンジ部分における低減した拡張は、ストラットの長さに沿った
波形部分の拡張によって補償される。特に、波形パターンの湾曲部分は拡張するように設
計されている。この拡張もまた、ストラットの長さを増加させる結果となる。ストラット
の長さの増加は、少なくとも部分的に、拡張している間におけるリングの高さの低減を補
償し、これによりステントの縮小を減少させる。ストラットの波形部分のうち直線部分の
長さと湾曲部分の幅、および、ストラットの長さに沿った波形部分の配置に依存して、リ
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ングおよびステント全体の柔軟性を増すことができる。これは、次に、ストラットリング
間の連結部の長さを低減する際における融通性を提供し、拡張したステント全体にわたっ
て金属を均一に分散させる。この新規なステント設計によって、ストラットを、１）放射
線不透過性が増加した、２）耐食性が向上した、および／または３）低延性の高強度の金
属合金から形成することができる。
【００１１】
　本発明の別のおよび／または追加の態様においては、波形パターンの直線部分の角度を
、ストラットに対して鈍角または鋭角にすることができる。直線部分の角度の選択は、波
形部分がステントの拡張の間に開くことが可能な程度に影響を与え、また、拡張していな
いステントの柔軟性を決定する。
【００１２】
　本発明のさらに別のおよび／または追加の態様においては、波形パターンは、湾曲部分
と交互に１つ以上の直線部分を含むことができる。
【００１３】
　本発明のさらに別のおよび／または追加の態様においては、波形パターンを、ストラッ
トの中心、またはストラットの長さに沿ったいずれかの位置に配置することができる。
【００１４】
　本発明のさらに別のおよび／または追加の態様においては、波形パターンは単にストラ
ットを狭くすることによって置き換えることができるが、このような置き換えは、ステン
トの縮小またはステントの柔軟性増加という利点を減ずる可能性がある。狭くするのは、
所定の箇所または複数の箇所であってもよい。
【００１５】
　本発明の別のおよび／または追加の態様においては、ヒンジ部分をより延性の大きい材
料で形成でき、ストラットを高強度で低延性の材料で形成することができる。このように
構成することにより、ヒンジ領域における歪みを分散させる必要性を低減または除去する
ことができ、および／または波形部分の必要性を低減または除去することができる。理解
されるように、ステントは、均一な材料で形成することができる。
【００１６】
　本発明の別のおよび／または追加の態様においては、ステントは、ストラットのもしく
はストラット上のエルボーまたはヒンジ部分が、１つ以上のくぼみおよび／または凹部を
含むよう設計されている。ストラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部
分における１つ以上のくぼみおよび／または凹部は、ステントの拡張および／または圧着
の間に、ストラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分全体にわたる応
力分散を向上させるように設計されている。ストラットのもしくはストラット上のエルボ
ーまたはヒンジ部分における１つ以上の凹部は、ストラットのもしくはストラット上のエ
ルボーまたはヒンジ部分のより厚い部分を形成し、その結果、ストラットのもしくはスト
ラット上のエルボーまたはヒンジ部分が拡張および／または圧着されるとき、ストラット
のもしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分にかかる応力が、ストラットのもし
くはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分上の単一箇所ではなく、凹部の両側に分散
される。このように応力を分散することによって、ストラットのもしくはストラット上の
エルボーまたはヒンジ部分上の単一箇所に応力が集中するのを防止する。ストラットのも
しくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分上に凹部がないと、拡張および／または
圧着の間に、ストラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分にかかる応
力は、一般に、ストラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分の頂端ま
たは頂端近くで生じる。ストラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分
上の多くの領域のうちの２つの領域に応力を分散させることによって、ストラットのもし
くはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分のうちの１つ以上の部分が、ストラットの
もしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分の拡張および／または圧着の間に、材
料の最大歪み限界を超えるという事態が大幅に低減または防止される。したがって、本発
明の凹部という概念が採用される場合、必要に応じて、ステントにより薄い材料を使用で
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きる。非限定的な一実施形態では、ストラットのもしくはストラット上のエルボーまたは
ヒンジ部分は、ストラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分の頂端ま
たは頂端に近接した単一の凹部を含む。典型的には、凹部は、ストラットのもしくはスト
ラット上のエルボーまたはヒンジ部分の拡張の間において応力をより分散させるために、
ストラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分の頂端の裏側に位置して
いる。しかし、凹部は頂端の前面側に位置してもよい。凹部の深さは、一般に、凹部を含
まないストラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分の厚みの約１～８
０％であり、凹部を含まないストラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ
部分の厚みの約４～５０％であり、より典型的には、凹部を含まないストラットのもしく
はストラット上のエルボーまたはヒンジ部分の厚みの約１０～４０％である。凹部の幅は
、一般に、凹部の深さよりも大きい。一般に、凹部の深さに対する幅の割合は、約１．０
１～１０：１、典型的には約１．０５～５：１である。別のおよび／または追加の非限定
的な実施形態では、ストラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分は、
ストラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分の頂端または頂端に近接
して、複数の凹部を含んでいる。典型的には、凹部は全てストラットのもしくはストラッ
ト上のエルボーまたはヒンジ部分の頂端の裏側に位置し、これによりストラットのもしく
はストラット上のエルボーまたはヒンジ部分の拡張の間における応力の優れた分散を実現
する。しかし、凹部のうちの１つもしくは複数、または凹部の全てが頂端の前面側に位置
してもよい。凹部の深さは、一般に、凹部を含まないストラットのもしくはストラット上
のエルボーまたはヒンジ部分の厚みの約１～８０％であり、凹部を含まないストラットの
もしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分の厚みの約４～５０％であり、より典
型的には、凹部を含まないストラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部
分の厚みの約１０～４０％である。凹部の深さは、同じであっても異なっていてもよい。
凹部の幅は、一般に、凹部の深さよりも大きい。一般に、凹部の深さに対する幅の割合は
、約１．０１～１０：１、典型的には約１．０５～５：１である。凹部の幅は、同じであ
っても異なっていてもよい。さらに別のおよび／または非限定的な実施形態では、ストラ
ットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分は、ストラットのもしくはスト
ラット上のエルボーまたはヒンジ部分の頂端または頂端に近接して、単一のくぼみを含ん
でいる。典型的には、くぼみはストラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒン
ジ部分の頂端の前面側に位置し、これによりストラットのもしくはストラット上のエルボ
ーまたはヒンジ部分の拡張の間における応力の優れた分散を実現する。しかし、くぼみは
、頂端の裏側に位置してもよい。ストラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒ
ンジ部分が単一の凹部を含んでいる場合、単一のくぼみは、一般に、凹部と反対側に位置
し、凹部の真向かいに位置する。しかし、これは必須ではない。くぼみの深さは、一般に
、くぼみを含まないストラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分の厚
みの約１～８０％であり、くぼみを含まないストラットのもしくはストラット上のエルボ
ーまたはヒンジ部分の厚みの約４～５０％であり、より典型的には、くぼみを含まないス
トラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分の厚みの約１０～４０％で
ある。くぼみの幅は、一般に、くぼみの深さよりも大きい。一般に、くぼみの深さに対す
る幅の割合は、約１．０１～１０：１、典型的には約１．０５～５：１である。さらに別
のおよび／または追加の非限定的な実施形態では、ストラットのもしくはストラット上の
エルボーまたはヒンジ部分は、ストラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒン
ジ部分の頂端または頂端に近接した複数のくぼみを含んでいる。典型的には、くぼみは全
てストラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分の頂端の前面側に位置
し、これによりストラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分の拡張の
間における応力の優れた分散を実現する。しかし、くぼみのうちの１つもしくは複数、ま
たはくぼみの全てが頂端の裏側に位置してもよい。くぼみの深さは、一般に、くぼみを含
まないストラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分の厚みの約１～８
０％であり、くぼみを含まないストラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒン
ジ部分の厚みの約４～５０％であり、より典型的には、くぼみを含まないストラットのも
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しくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分の厚みの約１０～４０％である。くぼみ
の深さは、同じであっても異なっていてもよい。くぼみの幅は、一般に、くぼみの深さよ
りも大きい。一般に、くぼみの深さに対する幅の割合は、約１．０１～１０：１、典型的
には約１．０５～５：１である。くぼみの幅は、同じであっても異なっていてもよい。ス
トラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分上に２つのくぼみが含まれ
ている場合、凹部は、一般に、少なくとも部分的に、くぼみの間で、且つストラットのも
しくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分のくぼみとは反対側に位置付けられる。
しかし、これは必須ではない。
【００１７】
　本発明のさらに別のおよび／または追加の態様では、ステントは、ストラットのもしく
はストラット上のエルボーまたはヒンジ部分が１つ以上のスリットを含むように設計され
ている。１つ以上のスリットは、ａ）ステントの圧着を容易にし、および／またはｂ）ス
テントの拡張を容易にするように設計されている。１つ以上のスリットは、ストラットの
もしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分における１つ以上の細い箇所を形成し
、これによりステントの圧着の容易性を増し、および／またはステントが圧着および／ま
たは拡張している間における、ストラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒン
ジ部分にかかる応力を低減する。ステントが拡張している間、１つ以上のスリットが、拡
張の特定点に対するストラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分の柔
軟性を増加し、その後、スリットの両側が相互に接触し、それによって、ストラットのも
しくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分の柔軟性を一層減ずる。一般に、１つ以
上のスリットは、ストラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分の前面
に配置されているが、これは必須ではない。さらに、１つ以上のスリットは、一般に、ス
トラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分の頂端または頂端近くに配
置されているが、１つ以上のスリットは、ストラットの別もしくは追加領域上、および／
または、ストラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分上に配置されて
もよいことが理解できる。凹部は、ストラット上および／またはストラットのもしくはス
トラット上のエルボーまたはヒンジ部分上のスリットの反対側に配置できるが、これは必
須ではない。スリットと組み合わせて凹部を用いることによって、スリットから所望の柔
軟性が、凹部から所望の応力分散がもたらされる。１つ以上のスリットの深さは、一般に
、スリットを含まないストラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分の
厚みの約１～８０％であり、スリットを含まないストラットのもしくはストラット上のエ
ルボーまたはヒンジ部分の厚みの約４～５０％であり、より典型的には、スリットを含ま
ないストラットのもしくはストラット上のエルボーまたはヒンジ部分の厚みの約１０～４
０％である。多くのスリットのうちの２つのスリットの深さは、同じであっても異なって
いてもよい。スリットの幅は、一般に、くぼみの深さよりも小さい。一般に、スリットの
幅に対する深さの割合は、約１．０１～１０：１、典型的には約１．０５～５：１である
。２つ以上のスリットの幅は、同じであっても異なっていてもよい。
【００１８】
　本発明のさらに別のおよび／または追加の態様では、ステントは、少なくとも部分的に
、ステントの１つ以上の特性（例えば、強度、耐久性、硬度、生物安定性、可屈曲性、摩
擦係数、半径方向強度、柔軟性、引張強度、引張伸び、縦方向伸び、応力ひずみ特性、改
善された反動特性、放射線不透過性、熱感度、生体適合性など）を向上させる金属合金で
できている。少なくとも部分的にステントを形成するために用いられる金属合金は、１）
ステントの放射線不透過性を増し、２）ステントの半径方向強度を増し、３）ステントの
降伏強度および／または極限引張強さを増し、４）ステントの応力ひずみ特性を向上させ
、５）ステントの圧着および／または拡張性質を向上させ、６）ステントの可屈曲性およ
び／または柔軟性を向上させ、７）ステントの強度および／または耐久性を向上させ、８
）ステントの硬度を増し、９）ステントの長手方向の伸長性を向上させ、１０）ステント
の反動性質を向上させ、１１）ステントの摩擦係数を改善し、１２）ステントの熱感度特
性を改善し、１３）ステントの生物安定性および／または生体適合性を改善することがで
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き、および／または、１４）より小型で、薄く、および／またはより軽量のステントを作
製することを可能にする。ステントは、例えば、これらに限定されないが、レーザ切断、
放電加工（ＥＤＭ）、エッチング、クリンプ加工、アニーリング、圧伸成形、ピルガリン
グ、電解めっき、電解研磨、化学研磨、洗浄、酸洗浄、イオンビーム蒸着または注入、ス
パッタコーティング、真空蒸着、ワイヤ溶接などの１つ以上の製造工程によって形成する
ことができる。
【００１９】
　本発明のさらに別のおよび／または代替の非限定的な態様では、ステントの全てまたは
一部を形成するために用いられる新規な金属合金には、レニウムとモリブデンとが含まれ
る。新規な合金には、例えば、これらに限定されないが、カルシウム、クロム、コバルト
、銅、金、鉄、鉛、マグネシウム、ニッケル、ニオブ、白金、希土類金属、銀、タンタル
、チタン、タングステン、イットリウム、亜鉛、ジルコニウムおよび／またはそれらの合
金などの１つ以上の他の金属を含ことができる。
【００２０】
　本発明のさらに別のおよび／または代替の非限定的な態様では、ステントは、ステント
および／または治療部位の好結果に役立つ１つ以上の化学薬剤を含み、含有し、および／
またはそれでコーティングすることができる。ステントは、ステントを治療部位に挿入し
ている間および／または後に、ステント内再狭窄、血管狭小化および／または血栓症を阻
止または防止する１つ以上の化学薬剤を含み、含有し、および／またはそれでコーティン
グすることができるが、これは必須ではない。これに加えて、あるいは代替的に、ステン
トは、ステントに含まれ、含有され、および／またはコーティングされた、ステント内再
狭窄、血管狭小化および／または血栓症を阻止または防止する１つ以上の化学薬剤と共に
使用することができる、１つ以上の化学薬剤を含み、含有し、および／またはそれでコー
ティングすることができる。したがって、ステントは、１つ以上の化学薬剤を含み、含有
し、および／またはそれでコーティングされている場合、１つ以上の医療ニーズに対応す
るために、１つ以上の化学薬剤を含むことができる。したがって、ステントは、これらに
限定されないが、物質、医薬品、生物学的製剤、獣医用医薬品、薬剤および、１つ以上の
臨床および／または生物学的イベントを防止し、阻止し、および／または治療するよう、
および／または治癒を促進するように他の方法で調合および／または設計された類似物ま
たは誘導体を含む１つ以上の化学薬剤を含み、含有し、および／またはそれでコーティン
グすることができる。１つ以上の薬剤によって対処できる臨床イベントの非限定的な例と
して、これらに限定されないが、ウィルス、菌および／または細菌の感染、血管疾患およ
び／または障害、消化器系疾患および／または障害、生殖器疾患および／または障害、リ
ンパ系疾患および／または障害、癌、移植片拒絶、疼痛、吐き気、腫脹、関節炎、骨疾患
および／または障害、臓器不全、免疫疾患および／または障害、コレステロール問題、血
液疾患および／または障害、肺疾患および／または障害、心疾患および／または障害、脳
疾患および／または障害、神経痛疾患および／または障害、腎疾患および／または障害、
潰瘍、肝疾患および／または障害、腸疾患および／または障害、胆嚢疾患および／または
障害、膵臓疾患および／または障害、心理的障害、呼吸器系疾患および／または障害、腺
疾患および／または障害、皮膚疾患および／または障害、聴覚疾患および／または障害、
口腔疾患および／または障害、鼻部疾患および／または障害、眼部疾患および／または障
害、疲労、遺伝子疾患および／または障害、火傷、瘢痕および／または傷跡、外傷、体重
に関する疾患および／または障害、中毒に関する疾患および／または障害、毛髪損失、け
いれん、筋けいれん、組織修復、神経修復、神経再生などが挙げられる。非限定的な一実
施形態においては、ステントに含まれ、ステントに含有され、および／またはステントに
コーティングすることが可能な１つ以上の化学薬剤として、これらに限定されないが、ワ
ルファリン（クマジン）、ワルファリン誘導体、アスピリン、アスピリン誘導体、クロピ
ドグレル、クロピドグレル誘導体、チクロピジン、チクロピジン誘導体、ヒルジン、ヒル
ジン誘導体、ジピリダモール、ジピリダモール誘導体、トラピジル、トラピジル誘導体、
タキソール、タキソール誘導体、サイトカラシン、サイトカラシン誘導体、パクリタキセ
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ル、パクリタキセル誘導体、ラパマイシン、ラパマイシン誘導体、５－フェニルメチマゾ
ール、５－フェニルメチマゾール誘導体、ＧＭ－ＣＳＦ、ＧＭ－ＣＳＦ誘導体、ヘパリン
、ヘパリン誘導体、低分子量ヘパリン、低分子量ヘパリン誘導体、またはそれらの組み合
わせなどの、抗血小板化合物および／または抗凝血化合物が挙げられるが、これらに限定
されない。ステントに含まれ、ステントに含有され、および／またはステント上でコーテ
ィングされ得る抗血栓阻害剤の特定の非限定的な一例として、１）ヒルジンおよび／また
はその誘導体、および／または２）ａｌａｇｏｒｓ（例えば、ビバリルジンなど）および
／または誘導体が挙げられる。理解されるように、１つ以上の他の抗血栓化学薬剤をステ
ントにおいて使用可能である。使用可能な化学薬剤の非限定的な例として、これらに限定
されないが、５－フルオロウラシルおよび／またはその誘導体、５－フェニルメチマゾー
ルおよび／またはその誘導体、ＡＣＥ阻害剤および／またはその誘導体、アセノクマロー
ルおよび／またはその誘導体、アシクロビルおよび／またはその誘導体、アクチライスお
よび／またはその誘導体、アドレノコルチコ刺激ホルモンおよび／またはその誘導体、ア
ドリアマイシンおよび／またはその誘導体、Ｌ型（例えば、ジルチアゼム、ニフェジピン
、ベラパミルなど）またはＴ型カルシウムチャネル遮断剤（例えば、アミロリドなど）な
どの細胞内カルシウム輸送を調節する化学薬剤、α－アドレナリン遮断薬および／または
その誘導体、アルテプラーゼおよび／またはその誘導体、アミノグリコシドおよび／また
はその誘導体（例えば、ゲンタマイシン、トブラマイシンなど）、アンギオペプチンおよ
び／またはその誘導体、アンジオスタティックステロイドおよび／またはその誘導体、ア
ンジオテンシンＩＩ受容体拮抗薬および／またはその誘導体、アニストレプラーゼおよび
／またはその誘導体、血管上皮成長因子の拮抗薬および／またはその誘導体、抗生物質、
抗凝血化合物および／またはその誘導体、抗線維形成化合物および／またはその誘導体、
抗真菌化合物および／またはその誘導体、抗炎症性化合物および／またはその誘導体、抗
侵襲性因子および／またはその誘導体、抗代謝性化合物および／またはその誘導体（例え
ば、スタウロスポリン、トリコテセン、変性ジフテリアリシン毒素、シュードモナス外毒
素など）、抗マトリックス化合物および／またはその誘導体（例えば、コルヒチン、タモ
キシフェンなど）、抗菌剤および／またはその誘導体、抗遊走薬および／またはその誘導
体（例えば、カフェー酸誘導体、ニルバジピンなど）、抗有糸分裂性化合物および／また
はその誘導体、抗腫瘍性化合物および／またはその誘導体、抗酸化剤および／またはその
誘導体、抗血小板化合物および／またはその誘導体、抗増殖剤および／またはその誘導体
、抗血栓形成剤および／またはその誘導体、アルガトロバンおよび／またはその誘導体、
ａｐ－１阻害剤および／またはその誘導体（例えば、チロシンキナーゼ、プロテインキナ
ーゼＣ、ミオシンＬ鎖キナーゼ、Ｃａ２＋／カルモジュリンキナーゼＩＩ、カゼインキナ
ーゼＩＩなど）、アスピリンおよび／またはその誘導体、アザチオプリンおよび／または
その誘導体、β－エストラジオールおよび／またはその誘導体、β－１－抗コラゲナーゼ
および／またはその誘導体、カルシウムチャネル遮断剤および／またはその誘導体、カル
モジュリン拮抗薬および／またはその誘導体（例えば、Ｈ７など）、ＣＡＰＴＯＰＲＩＬ
および／またはその誘導体、軟骨由来阻害剤および／またはその誘導体、ＣｈＩＭＰ－３
および／またはその誘導体、セファロスポリンおよび／またはその誘導体（例えば、セフ
ァドロキシル、セファゾリン、セファクロールなど）、クロロキンおよび／またはその誘
導体、化学療法化合物および／またはその誘導体（例えば、５－フルオロウラシル、ビン
クリスチン、ビンブラスチン、シスプラチン、ドキシルビシン、アドリアマイシン、タモ
キシフェンなど）、キモスタチンおよび／またはその誘導体、ＣＩＬＡＺＡＰＲＩＬおよ
び／またはその誘導体、クロピジグレルおよび／またはその誘導体、クロトリマゾールお
よび／またはその誘導体、コルヒチンおよび／またはその誘導体、コルチゾンおよび／ま
たはその誘導体、クマジンおよび／またはその誘導体、クラシン－Ａおよび／またはその
誘導体、サイクロスポリンおよび／またはその誘導体、サイトカラシンおよび／またはそ
の誘導体（例えば、サイトカラシンＡ、サイトカラシンＢ、サイトカラシンＣ、サイトカ
ラシンＤ、サイトカラシンＥ、サイトカラシンＦ、サイトカラシンＧ、サイトカラシンＨ
、サイトカラシンＪ、サイトカラシンＫ、サイトカラシンＬ、サイトカラシンＭ、サイト
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カラシンＮ、サイトカラシンＯ、サイトカラシンＰ、サイトカラシンＱ、サイトカラシン
Ｒ、サイトカラシンＳ、カエトグロボシンＡ、カエトグロボシンＢ、カエトグロボシンＣ
、カエトグロボシンＤ、カエトグロボシンＥ、カエトグロボシンＦ、カエトグロボシンＧ
、カエトグロボシンＪ、カエトグロボシンＫ、デオキサフォミン、プロキシフォミン、プ
ロトフォミン、ジゴスポリンＤ、ジゴスポリンＥ、ジゴスポリンＦ、ジゴスポリンＧ、ア
スポカラシンＢ、アスポカラシンＣ、アスポカラシンＤなど）、サイトカインおよび／ま
たはその誘導体、デシルジンおよび／またはその誘導体、デキサメタゾンおよび／または
その誘導体、ジピリダモールおよび／またはその誘導体、エミナーゼおよび／またはその
誘導体、エンドセリンおよび／またはその誘導体、内皮成長因子および／またはその誘導
体、表皮成長因子および／またはその誘導体、エポチロンおよび／またはその誘導体、エ
ストラムスチンおよび／またはその誘導体、エストロゲンおよび／またはその誘導体、フ
ェノプロフェンおよび／またはその誘導体、フルオロウラシルおよび／またはその誘導体
、フルシトシンおよび／またはその誘導体、フォルスコリンおよび／またはその誘導体、
ガンシクロビールおよび／またはその誘導体、グルココルチコイドおよび／またはその誘
導体（例えば、デキサメタゾン、ベタメタゾンなど）、糖蛋白質ＩＩｂ／ＩＩＩａ血小板
膜受容体抗体および／またはその誘導体、ＧＭ－ＣＳＦおよび／またはその誘導体、グリ
セオフルビンおよび／またはその誘導体、成長因子および／またはその誘導体（例えば、
ＶＥＧＦ、ＴＧＦ、ＩＧＦ、ＰＤＧＦ、ＦＧＦなど）、成長ホルモンおよび／またはその
誘導体、ヘパリンおよび／またはその誘導体、ヒルジンおよび／またはその誘導体、ヒア
ルロネートおよび／またはその誘導体、ヒドロコルチゾンおよび／またはその誘導体、イ
ブプロフェンおよび／またはその誘導体、免疫抑制剤および／またはその誘導体（例えば
、アドレノコルチコステロイド、サイクロスポリンなど）、インドメタシンおよび／また
はその誘導体、ナトリウム／カルシウムアンチポーターの阻害剤および／またはその誘導
体（例えば、アミロリドなど）、ＩＰ３受容体の阻害剤および／またはその誘導体、ナト
リウム／水素アンチポーターの阻害剤および／またはその誘導体（例えば、アミロリドお
よびその誘導体など）、インスリンおよび／またはその誘導体、インターフェロンアルフ
ァ２マクログロブリンおよび／またはその誘導体、ケトコナゾールおよび／またはその誘
導体、レピルジンおよび／またはその誘導体、ＬＩＳＩＮＯＰＲＩＬおよび／またはその
誘導体、ＬＯＶＡＳＴＡＴＩＮおよび／またはその誘導体、マレバンおよび／またはその
誘導体、メフロキンおよび／またはその誘導体、メタロプロテイナーゼ阻害剤および／ま
たはその誘導体、メトトレキセートおよび／またはその誘導体、メトロニダゾールおよび
／またはその誘導体、ミコナゾールおよび／またはその誘導体、モノクローナル抗体およ
び／またはその誘導体、ムタマイシンおよび／またはその誘導体、ナプロキセンおよび／
またはその誘導体、酸化窒素および／またはその誘導体、ニトロプルシドおよび／または
その誘導体、核酸アナログおよび／またはその誘導体（例えば、ペプチド核酸など）、ナ
イスタチンおよび／またはその誘導体、オリゴヌクレオチドおよび／またはその誘導体、
パクリタキセルおよび／またはその誘導体、ペニシリンおよび／またはその誘導体、ペン
タミジンイセチオネートおよび／またはその誘導体、フェニンジオンおよび／またはその
誘導体、フェニルブタゾンおよび／またはその誘導体、ホスホジエステラーゼ阻害剤およ
び／またはその誘導体、プラスミノーゲンアクチベーター阻害剤－１および／またはその
誘導体、プラスミノーゲンアクチベーター阻害剤－２および／またはその誘導体、血小板
第４因子および／またはその誘導体、血小板由来成長因子および／またはその誘導体、プ
ラ
ビックスおよび／またはその誘導体、ＰＯＳＴＭＩ７５および／またはその誘導体、プレ
ドニゾンおよび／またはその誘導体、プレドニゾロンおよび／またはその誘導体、プロブ
コールおよび／またはその誘導体、プロゲステロンおよび／またはその誘導体、プロスタ
サイクリンおよび／またはその誘導体、プロスタグランジン阻害剤および／またはその誘
導体、プロタミンおよび／またはその誘導体、プロテアーゼおよび／またはその誘導体、
プロテインキナーゼ阻害剤および／またはその誘導体（例えば、スタウロスポリンなど）
、キミンおよび／またはその誘導体、放射活性剤および／またはその誘導体（例えば、Ｃ
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ｕ－６４、Ｃａ－６７、Ｃｓ－１３１、Ｇａ－６８、Ｚｒ－８９、Ｋｕ－９７、Ｔｃ－９
９ｍ、Ｒｈ－１０５、Ｐｄ－１０３、Ｐｄ－１０９、Ｉｎ－１１１、Ｉ－１２３、Ｉ－１
２５、Ｉ－１３１、Ｒｅ－１８６、Ｒｅ－１８８、Ａｕ－１９８、Ａｕ－１９９、Ｐｂ－
２０３、Ａｔ－２１１、Ｐｂ－２１２、Ｂｉ－２１２、Ｈ３Ｐ３２Ｏ４など）、ラパマイ
シンおよび／またはその誘導体、ヒスタミンに対する受容体拮抗薬および／またはその誘
導体、レフルダンおよび／またはその誘導体、レチノイン酸および／またはその誘導体、
レバスクおよび／またはその誘導体、リファマイシンおよび／またはその誘導体、センス
またはアンチ－センスオリゴヌクレオチドおよび／またはその誘導体（例えば、ＤＮＡ、
ＲＮＡ、プラスミドＤＮＡ、プラスミドＲＮＡなど）、セラミンおよび／またはその誘導
体、ステロイド、セラミンおよび／またはその誘導体、セロトニンおよび／またはその誘
導体、セロトニン遮断剤および／またはその誘導体、ストレプトキナーゼおよび／または
その誘導体、スルファサラジンおよび／またはその誘導体、スルホンアミドおよび／また
はその誘導体（例えば、スルファメトキサゾールなど）、硫酸化キチン誘導体、硫酸化多
糖ペプチドグリカン複合体および／またはその誘導体、ＴＨ１および／またはその誘導体
（例えば、インターロイキン－２、－１２、および－１５、ガンマーインターフェロンな
ど）、チオプロテーゼ阻害剤および／またはその誘導体、タキソールおよび／またはその
誘導体（例えば、タキソテール、バクカチン、１０－デアセチルタキソール、７－キシロ
シル－１０－デアセチルタキソール、セファロマンニン、１０－デアセチル－７－エピタ
キソール、７エピタキソール、１０－デアセチルバクカチンＩＩＩ、１０－デアセチルセ
ファオールマンニンなど）、チクリドおよび／またはその誘導体、チクロピジンおよび／
またはその誘導体、マダニ抗凝固性ペプチドおよび／またはその誘導体、チオプロテーゼ
阻害剤および／またはその誘導体、甲状腺ホルモンおよび／またはその誘導体、メタロプ
ロテイナーゼ－１の組織阻害剤および／またはその誘導体、メタロプロテイナーゼ－２の
組織阻害剤および／またはその誘導体、組織血漿アクチベーター、ＴＮＦおよび／または
その誘導体、トコフェロールおよび／またはその誘導体、トキシンおよび／またはその誘
導体、トラニラストおよび／またはその誘導体、トランスフォーミング成長因子アルファ
およびベータおよび／またはその誘導体、トラピジルおよび／またはその誘導体、トリア
ゾロピリミジンおよび／またはその誘導体、バピプロストおよび／またはその誘導体、ビ
ンブラスチンおよび／またはその誘導体、ビンクリスチンおよび／またはその誘導体、ジ
ドブジンおよび／またはその誘導体が挙げられる。理解できるように、化学薬剤は、上記
に列挙した化合物および／または他の化合物のうち１つ以上の誘導体を含むことができる
。非限定的な一実施形態においては、化学薬剤として、これらに限定されないが、トラピ
ジル、トラピジル誘導体、タキソール、タキソール誘導体（例えば、タキソテール、バク
カチン、１０－デアセチルタキソール、７－キシロシル－１０－デアセチルタキソール、
セファロマンニン、１０－デアセチル－７－エピタキソール、７エピタキソール、１０－
デアセチルバクカチンＩＩＩ、１０－デアセチルセファオールマンニンなど）、サイトカ
ラシン、サイトカラシン誘導体（例えば、サイトカラシンＡ、サイトカラシンＢ、サイト
カラシンＣ、サイトカラシンＤ、サイトカラシンＥ、サイトカラシンＦ、サイトカラシン
Ｇ、サイトカラシンＨ、サイトカラシンＪ、サイトカラシンＫ、サイトカラシンＬ、サイ
トカラシンＭ、サイトカラシンＮ、サイトカラシンＯ、サイトカラシンＰ、サイトカラシ
ンＱ、サイトカラシンＲ、サイトカラシンＳ、カエトグロボシンＡ、カエトグロボシンＢ
、カエトグロボシンＣ、カエトグロボシンＤ、カエトグロボシンＥ、カエトグロボシンＦ
、カエトグロボシンＧ、カエトグロボシンＪ、カエトグロボシンＫ、デオキサフォミン、
プロキシフォミン、プロトフォミン、ジゴスポリンＤ、ジゴスポリンＥ、ジゴスポリンＦ
、ジゴスポリンＧ、アスポカラシンＢ、アスポカラシンＣ、アスポカラシンＤなど）、パ
クリタキセル、パクリタキセル誘導体、ラパマイシン、ラパマイシン誘導体、５－フェニ
ルメチマゾール、５－フェニルメチマゾール誘導体、ＧＭ－ＣＳＦ（顆粒球－マクロファ
ージコロニー刺激因子）、ＧＭ－ＣＳＦ誘導体、低脂血症剤類、それらの組み合わせ、も
しくはそれらの類似体を形成するスタチンまたはＨＭＧ－ＣｏＡリダクターゼ抑制剤、ま
たはそれらの組み合わせが挙げられる。用具に含まれ、および／または用具上にコーティ
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ングされる化学薬剤の種類および／または量は、変化し得る。２つ以上の化学薬剤が、用
具に含まれ、および／または用具上にコーティングされている場合には、２つ以上の化学
薬剤の量は、同じであっても異なっていてもよい。用具の上、中に含まれ、および／また
は用具と併用される化学薬剤の種類および／または量は、一般に、１つ以上の臨床イベン
トに対処するように選択される。典型的には、用具の上、中に含まれ、および／または用
具と併用して用いられる化学薬剤の量は、ｍｍ２当たり約０．０１～１００ｕｇであり、
および／または用具の少なくとも約０．０１重量％であるが、他の量が用いられてもよい
。本発明の非限定的な一実施形態では、用具を１つ以上の化学薬剤で部分的に完全にコー
ティングし、および／または用具に薬剤を含浸して、特定の医学的処置の好結果に役立て
ることができる。用具の上、中に含まれ、および／または用具と併用して用いられる多く
の化学薬剤のうち２つの化学薬剤の量は、同じであっても異なっていてもよい。１つ以上
の化学薬剤は、例えば、これらに限定されないが、吹き付け（例えば、アトマイジングス
プレー法など）、火炎溶射コーティング、粉体堆積、浸漬コーティング、流し塗り、浸漬
－スピンコーティング、ロールコーティング（直接および反転）、音波粉砕、ブラッシン
グ、プラズマ蒸着、気相蒸着による蒸着、ＭＥＭＳ技術および回転金型堆積といった、様
々なメカニズムによって用具上にコーティングされ、および／または用具に含浸すること
ができる。本発明の別のおよび／または代替の非限定的な実施形態では、用具の上、中に
含まれ、および／または用具と併用される化学薬剤の種類および／または量は、一般に、
１つ以上の臨床イベントを治療するために選択される。典型的には、用具の上、中に含ま
れ、および／または用具と併用して用いられる化学薬剤の量は、ｍｍ２当たり約０．０１
～１００ｕｇであり、および／または、用具の少なくとも約０．０１～１００重量％であ
るが、他の量が用いられてもよい。用具の上、中に含まれ、および／または用具と併用し
て用いられる多くの化学薬剤のうち２つの化学薬剤の量は、同じであっても異なっていて
もよい。例えば、用具の各部分は、１つ以上の化学薬剤を体通路内および／または体通路
へ局所的に供給、および／または全身に供給することにより、ａ）用具が、体通路に挿入
され、および／または体通路に結合された後に、血栓症、ステント内再狭窄、血管狭小化
および／または再狭窄を阻止または防止し、ｂ）体通路内の脂質、線維芽細胞、線維素な
どを少なくとも部分的に不動態化し、除去し、封入し、および／または溶解して、用具の
領域内および／または用具の下流における体通路で、このような物質を少なくとも部分的
に除去し、および／またはこのような脆弱な物質（例えば、脆弱なプラークなど）を不動
態化する。理解されるように、１つ以上の化学薬剤は、多くの他のまたは追加の用途を有
することができる。さらに別のおよび／または代替の非限定的な例では、用具は、例えば
、これらに限定されないが、血栓溶解剤、血管拡張剤、降圧剤、抗微生物剤、抗生物質、
抗有糸分裂剤、抗増殖剤、抗分泌剤、非ステロイド系抗炎症薬物、免疫抑制剤、成長因子
および成長因子拮抗薬、内皮成長因子および成長因子拮抗薬、抗腫瘍および／または化学
療法剤、抗ポリメラーゼ剤、抗ウィルス剤、抗体標的化治療剤、ホルモン、抗酸化剤、生
物学的成分、放射線治療剤、放射線不透過性剤および／または放射性標識剤に関連する化
学薬剤など、１つ以上の化学薬剤でコーティングされ、および／またはそれを含む。これ
らの化学薬剤に加えて、用具は、ヒトまたは動物組織による用具の故障および／または有
害反応をもたらし得る用具による、および／または用具への如何なる有害な生物学的応答
も阻止または防止することが可能な１つ以上の化学薬剤でコーティングし、および／また
はそれを含むことができる。このように、広範囲の化学薬剤を使用することができる。１
つ以上の化学薬剤は、例えば、これらに限定されないが、吹き付け（例えば、アトマイジ
ングスプレー法など）、浸漬塗布、ロール塗布、音波粉砕、ブラッシング、プラズマ蒸着
、気相蒸着による蒸着などの様々なメカニズムによって、ステントにコーティングし、お
よび／またはステントに含浸することができる。
【００２１】
　本発明の別のおよび／または代替の非限定的な態様においては、ステント上および／中
の１つ以上の化学薬剤は、ステント上で使用されるとき、放出を制御することにより、治
療されるべき対象部位に、ある持続時間にわたって所望の投与量の化学薬剤を供給するこ
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とができる。理解されるように、１つ以上の化学薬剤をステント上に制御して放出するこ
とは、常に必要および／または望まれるとは限らない。したがって、ステント上および／
または中の１つ以上の化学薬剤は、治療部位にステントを挿入している間および／または
その後に、ステントから制御されずに放出されることもある。ステント上および／または
中の１つ以上の化学薬剤は、ステントから制御して放出することができ、また、ステント
上および／または中の１つ以上の化学薬剤は、ステントから制御せずに放出することもで
きることがまた理解できる。また、ステントのある領域上および／または内の１つ以上の
化学薬剤は、ステントから制御して放出することができ、また、ステント上および／また
は中の１つ以上の化学薬剤は、ステント上の別の領域から制御して放出することもできる
ことも理解できる。したがって、ステントは、１）ステント上および／または中の全ての
化学薬剤が制御されて放出されるように、２）ステント上および／または中の化学薬剤の
うちのいくつかが制御されて放出され、ステント上の化学薬剤のうちのいくつかが制御さ
れずに放出されるように、または３）ステント上および／または中の化学薬剤のどれもが
制御されずに放出されるように、設計することができる。ステントはまた、１つ以上の化
学薬剤がステントから放出される速度を同一または異なるように設計することもできる。
ステントはまた、１つ以上の化学薬剤がステント上の１つ以上の領域から放出される速度
を、同一または異なるように設計することもできる。１つ以上の化学薬剤のステントから
の放出を制御するのに使用可能な、非限定的な構成には、ａ）１つ以上の化学薬剤を１つ
以上のポリマーで少なくとも部分的にコーティングすること、ｂ）１つ以上の化学薬剤を
、少なくとも部分的に、１つ以上のポリマー内に組み込むか、および／またはポリマーで
封入すること、および／または、ｃ）１つ以上の化学薬剤を、ステントの孔、通路、空洞
などに挿入し、そのような孔、通路、空洞などを１つ以上のポリマーで少なくとも部分的
にコーティングまたは覆うことを含む。理解できるように、１つ以上の化学薬剤のステン
トからの放出を制御するために、他のまたは追加の構成を用いることもできる。１つ以上
の化学薬剤のステントからの放出を少なくとも部分的に制御するために用いられる１つ以
上のポリマーは、多孔性であってもまたは非多孔性であってもよい。１つ以上の化学薬剤
は、ステント上の１つ以上の表面構造体および／または微細構造体に挿入および／または
塗布することができ、および／または、ステント上の１つ以上の表面構造体および／また
は微細構造体を少なくとも部分的に形成するために用いることができる。したがって、ス
テント上の１つ以上の化学薬剤は、１）ステントの１つ以上の表面領域にコーティングさ
れ、２）ステントの１つ以上の表面構造体および／または微細構造体に挿入および／また
は含浸され、および／または、３）ステントの構造の少なくとも一部を形成するか、また
は少なくとも一部に含まれてもよい。１つ以上の化学薬剤がステントにコーティングされ
る場合、１つ以上の化学薬剤は、１）ステントの１つ以上の表面に直接コーティングされ
、２）１つ以上のコーティングポリマーまたは他のコーティング材と混合され、次に、ス
テントの１つ以上の表面に少なくとも部分的にコーティングされ、３）ステントに少なく
とも部分的にコーティングされていた別のコーティング材の表面に少なくとも部分的にコ
ーティングされ、および／または、４）ａ）ステントの表面または領域と１つ以上の他の
コーティング材との間、および／またはｂ）２つ以上の他のコーティング材の間に、少な
くとも部分的に封入されてもよい。理解できるように、多くの他のコーティング構成を、
追加して、あるいは代替的に用いることができる。１つ以上の化学薬剤が、１つ以上のス
テントの内部構造体、表面構造体および／または微細構造体に挿入および／または含浸さ
れる場合、１）１つ以上の他のコーティング材を、ステントの１つ以上の内部構造、表面
構造および／または微細構造上に少なくとも部分的に塗布することができ、および／また
は、２）１つ以上のポリマーを、１つ以上の化学薬剤と組み合わせることができる。した
がって、１つ以上の化学薬剤は、１）ステントの構造に埋め込み、２）ステントの１つ以
上の内部構造内に配置し、３）２つのポリマーコーティングの間に封入し、４）基盤構造
とポリマーコーティングとの間に封入し、５）少なくとも１つのポリマーコーティングを
含むステントの基盤構造に混入し、または、６）１、２、３、４および／または５を１つ
以上組み合わせることができる。これに加えて、あるいは代替的に、ステント上に１つ以
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上のポリマーを１回以上コーティングすることは、１）非多孔性ポリマーを１回以上コー
ティングすること、２）１つ以上の多孔性ポリマーと１つ以上の非多孔性ポリマーとの組
み合わせを１回以上コーティングすること、３）多孔性ポリマーを１回以上コーティング
すること、または、４）選択肢１、２および３を１つ以上組み合わせることを含むことが
できる。理解できるように、各種の化学薬剤を、種々のポリマーコーティング層内および
／またはその間、および／またはステントの構造上および／または構造内に配置すること
ができる。また理解できるように、多くの他のおよび／または追加のコーティングの組み
合わせおよび／または構造を用いることができる。１つ以上の化学薬剤の濃度、ポリマー
の種類、ステントの内部構造の種類および／または形状、および／または１つ以上の化学
薬剤のコーティング厚みを用いて、放出時間、放出速度および／または１つ以上の化学薬
剤の投与量を制御することができるが、他のまたは追加の組み合わせを用いることもでき
る。したがって、化学薬剤とステント上のポリマーシステムの組み合わせと位置とは多数
存在し得る。また理解できるように、１つ以上の化学薬剤をステントの上面に堆積するこ
とにより、１）１つ以上の非多孔性ポリマーを含むポリマーシステムの１つ以上の層を介
して、１つ以上の化学薬剤を制御して放出する前に、および／または、２）ポリマーシス
テムの１つ以上の層を介して、１つ以上の化学薬剤を制御せずに放出する前に、１つ以上
の化学薬剤に、初期の制御されない噴出効果を提供する。１つ以上の化学薬剤および／ま
たはポリマーは、例えばこれらに限定されないが、吹き付け（例えば、アトマイジングス
プレー法など）、浸漬塗布、ロール塗布、音波粉砕、ブラッシング、プラズマ蒸着、およ
び／または気相蒸着による蒸着などの様々なメカニズムによって、ステントにコーティン
グすることができる。各ポリマー層および／または化学薬剤の層の厚みは、一般に、少な
くとも約０．０１μｍであり、通常は、約１５０μｍ未満である。
【００２２】
　用具上および／中の１つ以上の化学薬剤は、用具上で使用されるとき、放出を制御する
ことにより、治療されるべき対象部位に、ある持続時間にわたって所望の投与量の化学薬
剤を供給することができる。理解されるように、１つ以上の化学薬剤を用具上に制御して
放出することは、常に必要および／または望まれるとは限らない。したがって、用具上お
よび／または中の１つ以上の化学薬剤は、治療部位にステントを挿入している間および／
またはその後に、用具から制御されずに放出されることもある。用具上および／または中
の１つ以上の化学薬剤は、用具から制御して放出することができ、また、用具上および／
または中１つ以上の化学薬剤は、用具から制御せずに放出することもできることがまた理
解できる。また、用具のある領域上および／または内の１つ以上の化学薬剤は、用具から
制御して放出することができ、また、用具上および／または中の１つ以上の化学薬剤は、
用具上の別の領域から制御して放出することもできることも理解できる。したがって、用
具は、１）用具上および／または中の全ての化学薬剤が制御されて放出されるように、２
）用具上および／または中の化学薬剤のうちのいくつかが制御されて放出され、用具上の
化学薬剤のうちのいくつかが制御されずに放出されるように、または３）用具上および／
または中の化学薬剤のどれもが制御されずに放出されるように、設計することができる。
用具はまた、１つ以上の化学薬剤が用具から放出される速度を同一または異なるように設
計することもできる。用具はまた、１つ以上の化学薬剤が用具上の１つ以上の領域から放
出される速度を、同一または異なるように設計することもできる。１つ以上の化学薬剤の
ステントからの放出を制御するのに使用可能な、非限定的な構成には、ａ）１つ以上の化
学薬剤を１つ以上のポリマーで少なくとも部分的にコーティングすること、ｂ）１つ以上
の化学薬剤を、１つ以上のポリマーに少なくとも部分的に組み込むか、および／またはポ
リマーで封入すること、ｃ）１つ以上の化学薬剤を、用具の孔、通路、空洞などに挿入し
、そのような孔、通路、空洞などを１つ以上のポリマーで少なくとも部分的にコーティン
グまたは覆い、および／または、少なくとも部分的に用具を形成する１つ以上のポリマー
に１つ以上の化学薬剤を組み込むことを含む。理解できるように、１つ以上の化学薬剤の
用具からの放出を制御するために、他のまたは追加の構成を用いることもできる。１つ以
上の化学薬剤の用具からの放出を少なくとも部分的に制御するために用いられる１つ以上
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のポリマーは、多孔性または非多孔性であってもよい。１つ以上の化学薬剤は、用具上の
１つ以上の表面構造体および／または微細構造体に挿入および／または塗布でき、および
／または、用具上の１つ以上の表面構造体および／または微細構造体を少なくとも部分的
に形成するのに用いることもできる。したがって、用具上の１つ以上の化学薬剤は、１）
用具の１つ以上の表面領域にコーティングされ、２）用具の１つ以上の表面構造体および
／または微細構造体に挿入および／または含浸され、および／または、３）用具の構造の
少なくとも一部を形成するか、または少なくとも一部に含まれてもよい。１つ以上の化学
薬剤が用具にコーティングされる場合、１つ以上の化学薬剤は、必須ではないが、１）用
具の１つ以上の表面に直接コーティングされ、２）１つ以上のコーティングポリマーまた
は他のコーティング材と混合され、そして、用具の１つ以上の表面に少なくとも部分的に
コーティングされ、３）用具に少なくとも部分的にコーティングされていた別のコーティ
ング材の表面に少なくとも部分的にコーティングされ、および／または、４）ａ）用具の
表面または領域と１つ以上の他のコーティング材との間、および／または、ｂ）２つ以上
の他のコーティング材の間に、少なくとも部分的に封入されてもよい。理解できるように
、多くの他のコーティング構成を、追加して、あるいは代替的に用いることができる。１
つ以上の化学薬剤は、用具の１つ以上の部分、用具の１つ以上の表面構造体および／また
は微細構造体、および／または用具の１つ以上の表面構造体および／または微細構造に挿
入および／または含浸される場合、１）１つ以上の他のポリマーを、１つ以上の表面構造
体および／または微細構造体、用具の表面構造体および／または微細構造体上に少なくと
も部分的に塗布することができ、２）１つ以上のポリマーを、１つ以上の化学薬剤と組み
合わせることができ、および／または、３）１つ以上のポリマーを、用具の本体の上また
はそれのより多くの部分をコーティングすることができるが、これは必須ではない。した
がって、１つ以上の化学薬剤は、１）用具の構造に埋め込み、２）用具の１つ以上の表面
構造および／または微細構造内に配置し、３）２つのポリマーコーティングの間に封入し
、４）基盤構造とポリマーコーティングとの間に封入し、５）少なくとも１つのポリマー
コーティングを含む用具の基盤構造に混入し、または、６）１、２、３、４および／また
は５を１つ以上組み合わせることができる。これに加えて、あるいは代替的に、用具上に
１つ以上のポリマーを１回以上コーティングすることは、１）非多孔性ポリマーを１回以
上コーティングすること、２）１つ以上の多孔性ポリマーと１つ以上の非多孔性ポリマー
との組み合わせを１回以上コーティングすること、３）多孔性ポリマーを１回以上コーテ
ィングすること、または、４）選択肢１、２および３を１つ以上組み合わせることを含む
ことができる。理解できるように、各種の化学薬剤を、種々のポリマーコーティング層内
および／またはその間、および／または用具の構造上および／または構造内に配置するこ
とができる。また理解できるように、多くの他のおよび／または追加のコーティングの組
み合わせおよび／または構成を用いることができる。本発明の別のおよび／または代替の
非限定的な実施形態においては、溶媒を用いて１つ以上の化学薬剤を用具に埋め込みおよ
び／または含浸することにより、非多孔性および／または多孔性ポリマーコーティングお
よび／または用具の構造の多孔性を一時的におよび／または恒久的に高めることができ、
また、用具を用いて１つ以上の化学薬剤を用具の基材内に輸送できる。１つ以上の溶媒を
用いて、１つ以上の化学薬剤を輸送することができる。溶媒の適合性は、１つ以上の化学
薬剤と用具の１つ以上の材料との適合性の関数である。溶媒の非限定的な例として、ジメ
チルスルホキシド（ＤＭＳＯ）、クロロホルム、エチレン、メタノール、エチルアセテー
ト、および広範な種類の生体適合性または非生体適合性の溶剤が挙げられる。１つ以上の
化学薬剤の濃度、ポリマーの種類、用具の表面構造および／または微細構造の種類および
／または形状、および／または１つ以上の化学薬剤のコーティング厚みを用いて、放出時
間、放出速度および／または１つ以上の化学薬剤の投与量を制御することができるが、他
のまたは追加の組み合わせを用いることもできる。したがって、化学薬剤と用具上のポリ
マーシステムの組み合わせと位置とは多数存在し得る。また理解できるように、１つ以上
の化学薬剤を用具の上面に堆積することにより、１）１つ以上の非多孔性ポリマーを含む
ポリマーシステムの１つ以上の層を介して、１つ以上の化学薬剤を制御して放出する前に
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、および／または、２）ポリマーシステムの１つ以上の層を介して、１つ以上の化学薬剤
を制御せずに放出する前に、１つ以上の化学薬剤に、初期の制御されない噴出効果を提供
する。１つ以上の化学薬剤および／またはポリマーは、例えばこれらに限定されないが、
吹き付け（例えば、アトマイジングスプレー法など）、火炎溶射コーティング、粉体堆積
、浸漬コーティング、流し塗り、浸漬－スピンコーティング、ロールコーティング（直接
および反転）、音波粉砕、ブラッシング、プラズマ蒸着、気相蒸着による蒸着、ＭＥＭＳ
技術および回転金型堆積といった、様々なメカニズムによって、用具にコーティングおよ
び／または含浸することができる。各ポリマー層および／または化学薬剤の層の厚みは、
一般に、少なくとも約０．０１μｍであり、通常は、約１５０μｍ未満である。非限定的
な一実施形態では、ポリマー層および／または化学薬剤の層の厚みは、約０．０２～７５
μｍ、より具体的には約０．０５～５０μｍ、さらにより具体的には約１～３０μｍであ
る。用具が１つ以上の化学薬剤を含むか、および／またはその化学薬剤でコーティングさ
れており、この化学薬剤の少なくとも１つが少なくとも部分的に制御されて用具から放出
される場合、長期間の全身治療の必要性または使用を低減または除去することができる。
過去には、全身治療の使用は、患者が病院または他の種類の医療施設から家に戻った後も
ずっと患者によって用いられていた。この全身治療は、手術後、何日も、何週間も、何ヶ
月も、または時には１年にわたって続く可能性があった。本発明の用具は、治療部位に適
用または挿入することができ、１）用具の適用または挿入後は、単に、全身治療の縮小使
用および／または拡張使用を必要とするだけであるか、または、２）用具の適用または挿
入後は、全身治療の使用および／または拡張使用を必要としない。理解できるように、全
身治療の使用および／または拡大使用は、治療部位に用具を適用または挿入した後に用い
ることができる。非限定的な一例では、用具を患者に挿入した後は、全身治療は何ら必要
ではない。別のおよび／または代替の非限定的な例では、用具を患者に挿入した後に、短
期間、全身治療の使用が必要であるかまたは用いられる。このような短期間の使用は、患
者を病院または他の種類の医療施設から解放した後、または、患者を病院もしくは他の種
類の医療施設から解放した後１～２日または１～２週間で、終了することができるが、全
身治療のその他の期間が用いられてもよいことが理解される。本発明の用具を使用する結
果として、治療部位への用具の挿入に関する医学的処置の後の全身治療の使用を、大幅に
低減または除去することができる。
【００２３】
　本発明の別のおよび／または代替の非限定的な態様においては、１つ以上の化学薬剤の
用具からの制御された放出は、制御された放出が望まれる場合、１つ以上の非多孔性ポリ
マー層を用いることによって、および／または用具を少なくとも部分的に形成するために
用いられる１つ以上の生分解性ポリマーを用いることによって、達成可能である。しかし
、別のおよび／または追加のメカニズムを用いて、１つ以上の化学薬剤を制御して放出す
ることができる。１つ以上の化学薬剤は、１つ以上の非多孔性ポリマー層を介して、およ
び／または用具を少なくとも部分的に形成するために用いられる１つ以上の生分解性ポリ
マーから分子拡散によって、少なくとも部分的に制御して放出することができる。１つ以
上の非多孔性ポリマー層が用いられる場合、１つ以上のポリマー層は、典型的には、生体
適合性ポリマーであるが、これは必須ではない。１つ以上の非多孔性ポリマーは、化学薬
品、溶媒および／または触媒を使用せずに用具に塗布することができるが、これは必須で
はない。非限定的な一実施例においては、非多孔性ポリマーは、これらに限定されないが
、気相蒸着および／またはプラズマ蒸着によって、少なくとも部分的に塗布することがで
きる。非多孔性ポリマーは、気相から凝縮すると単に重合および硬化するように選択でき
るが、これは必須ではない。１つ以上の非多孔性ポリマー層の塗布は、温度を周囲温度（
例えば、華氏６５～９０度）より上昇させずに達成することができるが、これは必須では
ない。非多孔性ポリマーシステムは、用具の少なくとも一部を形成しおよび／または用具
にコーティングされる前に、１つ以上の化学薬剤と混合し、および／または既に１つ以上
の化学薬剤を含んでいる用具にコーティングすることができるが、これは必須ではない。
１つ以上の非多孔性ポリマーを使用することによって、化学薬剤を用具から正確に制御し
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て放出することができる。非多孔性ポリマーを介して１つ以上の化学薬剤を制御して放出
することは、非多孔性ポリマーを介する化学薬剤の拡散移動性を利用した分子レベルで、
少なくとも部分的に制御される。非限定的な一実施例では、１つ以上の非多孔性ポリマー
層は、これらに限定されないが、ポリアミド、パリレン（例えば、パリレンＣ、パリレン
Ｎ）および／またはパリレン誘導体を含むことができる。
【００２４】
　本発明のさらに別のおよび／または代替の非限定的な態様においては、１つ以上の化学
薬剤を用具から制御して放出することは、制御して放出することが望まれる場合は、１つ
以上の化学薬剤と化学結合を形成する１つ以上のポリマーを用いて、達成することができ
る。非限定的な一実施例においては、少なくとも１つの化学薬剤は、例えば、これに限定
されないが、エチレンアクリル酸コポリマーなどの少なくとも１つのポリマーと共有結合
するトラピジル、トラピジル誘導体またはその塩を含むことができる。エチレンは疎水性
基であり、アクリル酸は親水性基である。コポリマー中のアクリル酸に対するエチレンの
モル比は、コポリマーの疎水性を制御するために用いることができる。１つ以上のポリマ
ーの疎水性の度合いを利用して、１つ以上のポリマーから１つ以上の化学薬剤が放出され
る速度を制御することもできる。１つ以上のポリマーに組み込むことができる化学薬剤の
量は、１つ以上のポリマー中のアニオン性基および／またはカチオン性基の濃度の関数で
あるといえる。アニオンである化学薬剤に関しては、１つ以上のポリマーに組み込むこと
ができる化学薬剤の濃度は、一般に、１つ以上のポリマー中のカチオン性基（例えば、ア
ミノ基など）の濃度と、１つ以上の化学薬剤のアニオン型とイオン結合することが可能な
これらのカチオン性基の部分との関数である。カチオンである化学薬剤（例えば、トラピ
ジルなど）に関しては、１つ以上のポリマーに組み込みできる化学薬剤の濃度は、一般に
、１つ以上のポリマー中のアニオン性基（すなわち、カルボキシラート基、リン酸基、硫
酸基および／または他の有機アニオン性基）の濃度と、１つ以上の化学薬剤のカチオン型
とイオン結合することが可能なこれらのアニオン性基の部分との関数である。したがって
、１つ以上のポリマーと結合できる１つ以上の化学薬剤の濃度は、１つ以上のポリマー中
の疎水性および親水性モノマーの量を制御することによって、および化学薬剤間の塩形成
の効率および／または１つ以上のポリマー中のアニオン性／カチオン性基を制御すること
によって、変化させることができる。本発明のさらに別のおよび／または代替の非限定的
な態様においては、１つ以上の化学薬剤を用具から制御して放出することは、制御して放
出することが望まれる場合は、１つ以上の誘発された架橋結合を含む１つ以上のポリマー
を用いることによって達成することができる。これら１つ以上の架橋結合を利用して、１
つ以上の化学薬剤を１つ以上のポリマーから放出する速度を少なくとも部分的に制御する
ことができる。１つ以上のポリマーにおける架橋結合は、例えば、これらに限定されない
が、触媒を用いて、放射線を用いて、加熱を用いるなど、多数の技法によって実現できる
。１つ以上のポリマー中に形成された１つ以上の架橋結合は、結果として１つ以上の化学
薬剤となり、架橋結合に部分的または完全に捕獲され、および／または架橋結合を形成す
ることができる。したがって、部分的または完全な化学薬剤は、それ自体を架橋結合から
放出するのにより長い時間がかかり、それによって、１つ以上の化学薬剤を１つ以上のポ
リマーから放出する速度を遅くする。結果として、化学薬剤の量および／または、化学薬
剤が時間経過とともに用具から放出される速度は、１つ以上のポリマー中の架橋結合の量
または度合い程度によって、少なくとも部分的に制御することができる。本発明の別のお
よび／または代替の態様においては、用具にコーティングし、および／または用具の少な
くとも一部を形成するために、種々のポリマーを用いることができる。１つ以上のポリマ
ーは、例えば、これらに限定されないが、１）用具の一部を形成すること、２）用具の物
理的特性を改善すること（例えば、強度の向上、耐久性の向上、生体適合性の改善、摩擦
の低減など）、３）用具上の１つ以上の表面構造に保護コーティングを形成すること、４
）ステント上の１つ以上の表面構造を少なくとも部分的に形成すること、および／または
５）１つ以上の化学薬剤が用具から放出される速度を少なくとも部分的に制御することな
ど、様々な理由によって医療に用いることができる。理解できるように、１つ以上のポリ
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マーは、用具に関して他のまたは追加の用途を有することができる。１つ以上のポリマー
は、多孔性、非多孔性、生物安定性、生分解性（すなわち、体内で溶解し、分解し、吸収
され、またはそれらの任意の組み合わせ）、および／または生体適合性であってもよい。
１つ以上のポリマーで用具をコーティングする場合、ポリマーは、１）非多孔性ポリマー
を１回以上コーティングすること、２）１つ以上の多孔性ポリマーと１つ以上の非多孔性
ポリマーとの組み合わせを１回以上コーティングすること、３）１つ以上の多孔性ポリマ
ーを１回以上コーティングし、１つ以上の非多孔性ポリマーを１回以上コーティングする
こと、４）多孔性ポリマーを１回以上コーティングすること、または、５）選択肢１、２
、３および４を１つ以上組み合わせることを含むことができる。１つ以上のポリマー層の
厚みは、同一であっても異なっていてもよい。１つ以上のポリマー層を用具の少なくとも
一部にコーティングする場合、１回以上のコーティングは、例えば、これらに限定されな
いが、気相蒸着および／またはプラズマ蒸着、吹き付け、浸漬コーティング、ロールコー
ティング、音波粉砕、噴霧、ブラッシングなど種々の技法によって塗布することができる
が、その他のまたは追加のコーティング技法を用いることもできる。用具にコーティング
すること、および／または用具を少なくとも部分的に形成するために用いることが可能な
１つ以上のポリマーは、生分解性と見なされているポリマー、生物安定性と見なされてい
るポリマー、および／または、生分解性にされ、および／または改質して生分解性にされ
ることが可能なポリマーであってもよい。生分解性と見なされるポリマーの非限定的な例
として、これらに限定されないが、添加剤（例えば、リン酸カルシウムガラス）を含む、
および含まない、脂肪族ポリエステル；ポリ（グリコール酸）および／またはそのコポリ
マー（例えば、ポリ（グリコリドトリメチレンカルボネート）；ポリ（カプロラクトング
リコリド））、ポリ（乳酸）および／またはその異性体（例えば、ポリ－Ｌ（乳酸）およ
び／またはポリ－Ｄ乳酸）および／またはそのコポリマー（例えば、ＤＬ－ＰＬＡ）、お
よび／または他のコポリマー（例えば、ポリ（カプロラクトンラクチド）、ポリ（ラクチ
ドグリコリド）、ポリ（乳酸エチレングリコール））、ポリ（エチレングリコール）；ポ
リ（エチレングリコール）ジアクリレート；ポリ（ラクチド）；ポリアルキレンスクシネ
ート；ポリブチレンジクリコレート；ポリヒドロキシブチレート（ＰＨＢ）；ポリヒドロ
キシバレレート（ＰＨＶ）；ポリヒドロキシブチレート／ポリヒドロキシバレレートコポ
リマー（ＰＨＢ／ＰＨＶ）；ポリ（ヒドロキシブチレート－コ－バレレート）；ポリヒド
ロキシアルカノエート（ＰＨＡ）；ポリカプロラクトン；ポリ（カプロラクトン－ポリエ
チレングリコール）コポリマー；ポリ（バレロラクトン）；ポリアンヒドリド；ポリ（オ
ルトエステル）および／またはポリアンヒドリドとの混合物；ポリ（アンヒドリド－コ－
イミド）；ポリカルボネート（脂肪族）；ポリ（ヒドロキシル－エステル）；ポリジオキ
サノン；ポリアンヒドリド；ポリアンヒドリドエステル；ポリシアノアクリレート；ポリ
（アルキル２－シアノアクリレート）；ポリ（アミノ酸）；ポリ（ホスファゼン）；ポリ
（プロピレンフマレート）；ポリ（プロピレンフマレート－コ－エチレングリコール）；
ポリ（フマレートアンヒドリド）；フィブリノーゲン；フィブリン；ゼラチン；セルロー
スおよび／またはセルロース誘導体および／またはセルロース性ポリマー（例えば、セル
ロースアセテート、セルロースアセテートブチレート、セルロースブチレート、セルロー
スエーテル、セルロースニトレート、セルロースプロピオネート、セロファン）；キトサ
ンおよび／またはキトサン誘導体（例えば、キトサンＮＯＣＣ、キトサンＮＯＯＣ－Ｇ）
；アルジネート；多糖；澱粉；アミラーゼ；コラーゲン；ポリカルボン酸；ポリ（エチル
エステル－コ－カルボキシレートカルボネート）（および／または他のチロシン誘導ポリ
カルボネート）；ポリ（イミノカルボネート）；ポリ（ＢＰＡ－イミノカルボネート）；
ポリ（トリメチレンカルボネート）；ポリ（イミノカルボネートアミド）コポリマーおよ
び／または他のプソイド－ポリ（アミノ酸）；ポリ（エチレングリコール）；ポリ（エチ
レンオキサイド）；ポリ（エチレンオキサイド）／ポリ（ブチレンテレフタレート）コポ
リマー；ポリ（イプシロン－カプロラクトン－ジメチルトリメチレンカルボネート）；ポ
リ（エステルアミド）；ポリ（アミノ酸）およびその従来の合成ポリマー；ポリ（アルキ
レンオキサレート）；ポリ（アルキルカルボネート）；ポリ（アジピン酸無水物）；ナイ
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ロンコポリアミド；ＮＯ－カルボキシメチルキトサンＮＯＣＣ）；カルボキシメチルセル
ロース；コポリ（エーテル－エステル）（例えば、ＰＥＯ／ＰＬＡデキストラン）；ポリ
ケタール；生分解性ポリエーテル；生分解性ポリエステル；ポリジヒドロピラン；ポリデ
プシペプチド；ポリアリレート（Ｌ－チロシン－誘導）および／または遊離酸ポリアリレ
ート；ポリアミド（例えば、ナイロン６６、ポリカプロラクタム）；ポリ（プロピレンフ
マレート－コ－エチレングリコール）（例えば、フマル酸無水物）；ヒアルロネート；ポ
リ－ｐ－ジオキサノン；ポリペプチドおよび蛋白質；ポリホスホエステル；ポリホスホエ
ステルウレタン；多糖；プソイド－ポリ（アミノ酸）；澱粉；ターポリマー（グリコリド
、ラクチドまたはジメチルトリメチレンカルボネートのコポリマー）；レーヨン；レーヨ
ントリアセテート；ラテックス；および／上記のコポリマー、混合物、および／または複
合体が挙げられる。生物安定性と見なされるポリマーの非限定的な例として、これらに限
定されないが、パリレン；パリレンｃ；パリレンｆ；パリレンｎ；パリレン誘導体；マレ
イン酸無水物ポリマー；ホスホリルコリン；ポリｎ－ブチルメタクリレート（ＰＢＭＡ）
；ポリエチレン－コービニルアセテート（ＰＥＶＡ）；ＰＢＭＡ／ＰＥＶＡ混合物または
コポリマー；ポリテトラフルオロエテン（テフロン（登録商標））および誘導体；ポリ－
パラフェニレンテレフタルアミド（ケブラー（登録商標））；ポリ（エーテルエーテルケ
トン）（ＰＥＥＫ）；ポリ（スチレン－ｂ－イソブチレン－ｂ－スチレン）（Ｔｒａｎｓ
ｌｕｔｅ（商標））；テトラメチルジシロキサン（側鎖またはコポリマー）；ポリイミド
ポリスルファイド；ポリ（エチレンテレフタレート）；ポリ（メチルメタクリレート）；
ポリ（エチレン－コ－メチルメタクリレート）；スチレン－エチレン／ブチレン－スチレ
ンブロックコポリマー；ＡＢＳ；ＳＡＮ；アクリルポリマーおよび／またはコポリマー（
例えば、ｎ－ブチル－アクリレート、ｎ－ブチルメタクリレート、２－エチルヘキシルア
クリレート、ラウリル－アクリレート、２－ヒドロキシ－プロピルアクリレート、ポリヒ
ドロキシエチル、メタクリレート／メチルメタクリレートコポリマー）；グリコサミノグ
リカン；アルキド樹脂；エラスチン；ポリエーテルスルホン；エポキシ樹脂；ポリ（オキ
シメチレン）；ポリオレフィン；シリコンポリマー；メタンポリマー；ポリイソブチレン
；エチレン－アルファオレフィンコポリマー；ポリエチレン；ポリアクリロニトリル；フ
ルオロシリコン；ポリ（プロピレンオキサイド）；ポリビニル芳香族（例えば、ポリスチ
レン）；ポリ（ビニルエーテル）（例えば、ポリビニルメチルエーテル）；ポリ（ビニル
ケトン）；ポリ（ビニリデンハライド）（例えば、フッ化ポリビニリデン、塩化ポリビニ
リデン）；ポリ（ビニルピロリドン）；ポリ（ビニルピロリドン）／ビニルアセテートコ
ポリマー；ポリビニルピリジンプロラスチンまたは絹－エラスチンポリマー（ＳＥＬＰ）
；シリコン；シリコンゴム；ポリウレタン（ポリカルボネートポリウレタン、シリコーン
ウレタンポリマー）（例えば、クロノフレックス種、ビオネート種）；ビニルハライドポ
リ
マーおよび／またはコポリマー（例えば、ポリ塩化ビニル）；ポリアクリル酸；エチレン
アクリル酸コポリマー；エチレンビニルアセテートコポリマー；ポリビニルアルコール；
ポリ（ヒドロキシルアルキルメタクリレート）；ポリビニルエステル（例えば、ポリビニ
ルアセテート）；および／または上記のコポリマー、混合物、および／または複合体が挙
げられる。改質により生分解性にすることができるポリマーの非限定的な例として、これ
らに限定されないが、ヒアルロン酸（ヒアルロン）；ポリカルボネート；ポリオルトカル
ボネート；ビニルモノマーのコポリマー；ポリアセタール；生分解性ポリウレタン；ポリ
アクリルアミド；ポリイソシアネート；ポリアミド；および／または上記のコポリマー、
混合物、および／または複合体が挙げられる。理解できるように、他のおよび／または追
加のポリマー、および／または上記に挙げられたポリマーのうちの１つ以上のポリマーの
誘導体を用いることができる。１つ以上のポリマーは、これらに限定されないが、吹き付
け（例えば、アトマイジングスプレー法など）、火炎溶射コーティング、粉体堆積、浸漬
コーティング、流し塗り、浸漬－スピンコーティング、ロールコーティング（直接および
反転）、音波粉砕、ブラッシング、プラズマ蒸着、気相蒸着による蒸着、ＭＥＭＳ技術お
よび回転金型堆積といった、様々なメカニズムによって、用具にコーティングおよび／ま
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たは含浸することができる。各ポリマー層の厚みは、一般に、少なくとも約０．０１μｍ
であり、一般に、約１５０μｍ未満であるが、他の厚みが用いられてもよい。非限定的な
一実施形態においては、ポリマー層および／または化学薬剤の層の厚みは、約０．０２～
７５μｍ、より具体的には約０．０５～５０μｍであり、さらにより具体的には、約１～
３０μｍである。理解できるように、他の厚みが用いられてもよい。非限定的な一実施形
態では、本体の少なくとも一部は、パリレン、ＰＬＧＡ、ＰＯＥ、ＰＧＡ、ＰＬＬＡ、Ｐ
ＡＡ、ＰＥＧ、キトサンおよび／または上記のコポリマー、混合物および／または複合体
、および／または、１つ以上のこれらのポリマーの誘導体を含み、および／またはそれで
コーティングされる。別のおよび／または代替の非限定的な実施形態においては、本体の
少なくとも一部は、これらに限定されないが、ポリアミド、パリレンｃ、パリレンｎおよ
び／またはパリレン誘導体を含む非多孔性ポリマーを含み、および／またはそれでコーテ
ィングされる。さらに別のおよび／または代替の非限定的な実施形態では、本体の少なく
とも一部は、ポリ（エチレンオキサイド）、ポリ（エチレングリコール）、およびポリ（
プロピレンオキサイド）、シリコンポリマー、メタン、テトラフルオロエチレン（ＴＥＦ
ＬＯＮブランドポリマーを含む）、テトラメチルジシロキサンなどを含み、および／また
はそれでコーティングされる。
【００２５】
　本発明の別のおよび／または代替の非限定的な態様においては、ステントが、１つ以上
の化学薬剤を含み、および／またはそれでコーティングされる場合、ステントの様々な領
域において同一または異なり、および／または、ステントの異なる領域において異なる量
および／または濃度を有する１つ以上の化学薬剤を含み、および／またはそれでコーティ
ングすることができる。例えば、ステントは、ａ）ステントの少なくとも１つの部分上に
１つ以上の生物学的薬剤でコーティングおよび／またはそれを含み、ステントの少なくと
も別の部分は、生物学的薬剤でコーティングおよび／またはそれを含んでおらず、ｂ）ス
テントの少なくとも別の部分上の１つ以上の生物学的薬剤とは異なる、ステントの少なく
とも１つの部分上の１つ以上の生物学的薬剤でコーティングおよび／またはそれを含み、
ｃ）ステントの少なくとも別の部分上の１つ以上の生物学的薬剤の濃度とは異なる、ステ
ントの少なくとも１つの部分上の濃度において、１つ以上の生物学的薬剤でコーティング
および／またはそれを含むことができる。
【００２６】
　本発明のさらに別のおよび／または代替の非限定的な態様においては、ステントの１つ
以上の表面を処理して、ステントにコーティングされる１つ以上の化学薬剤と１つ以上の
ポリマーの所望のコーティング特性を達成することができる。このような表面処理方法に
は、これらに限定されないが、洗浄、バフ研磨、平滑処理、エッチング（化学エッチング
、プラズマエッチングなど）などが含まれる。エッチング処理が用いられる場合、これら
に限定されないが、二酸化炭素、窒素、酸素、フレオン、ヘリウム、水素など種々のガス
をこのような表面処理プロセスに用いることができる。プラズマエッチング処理を用いて
、ステントの表面を清浄化し、ステントの表面特性を変更してステントの表面の接着性、
潤滑性などに影響を与えることができる。理解できるように、ステントの表面を１つ以上
の化学薬剤および／またはポリマーでコーティングする前に、他のまたは追加の表面処理
プロセスを用いることができる。非限定的な１つの製造工程においては、ステントの１つ
以上の部分は、清浄化されおよび／またはプラズマエッチングされるが、これは必須では
ない。プラズマエッチングを利用して、ステントの表面を清浄化し、および／または、ス
テントの１つ以上の平滑でない表面を形成して、１つ以上の化学薬剤コーティングおよび
／または１つ以上のポリマーコーティングをステントに接着しやすくすることができる。
プラズマエッチング用のガスには、二酸化炭素および／または他のガスが含まれる。ステ
ントの１つ以上の表面領域が処理されると、１つ以上のポリマーおよび／または生物学的
薬剤のコーティングを、ステントの１つ以上の領域に塗布することができる。例えば、１
）多孔性または非多孔性ポリマーの１つ以上の層を、ステントの外面および／または内面
にコーティングすることができ、２）生物学的薬剤の１つ以上の層を、ステントの外面お
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よび／または内面にコーティングすることができ、または３）１つ以上の化学薬剤を含む
多孔性または非多孔性ポリマーの１つ以上の層を、ステントの外面および／または内面に
コーティングすることができる。生物学的薬剤の１つ以上の層は、様々な技法（例えば、
浸漬、圧延、ブラッシング、吹き付け、粒子噴霧など）によってステントに塗布すること
ができる。１つの非限定的なコーティング方法は超音波ミストコーティング処理によるも
のであって、このコーティング処理では、生物学的薬剤の液滴を破壊し、極めて微細な液
滴の霧を形成する。これらの微細な液滴の平均液滴直径は、約０．１～３ミクロンである
。この微細な液滴の霧によって、均一なコーティング厚みが形成しやすくなり、ステント
の被覆面積を大きくすることができる。
【００２７】
　本発明のさらに別のおよび／または代替の非限定的な態様においては、ステントの１つ
以上の部分は、１）同一または異なる化学薬剤を含み、２）同一または異なる量の１つ以
上の化学薬剤を含み、３）同一または異なるポリマーコーティングを含み、４）同一また
は異なるコーティング厚みの１つ以上のポリマーコーティングを含み、５）ステントの１
つ以上の部分から、１つ以上の化学薬剤を制御して放出および／または制御せずに放出す
るようにし、および／または、６）ステントの１つ以上の部分から、１つ以上の化学薬剤
を制御して放出するようにし、ステントの１つ以上の部分から、１つ以上の化学薬剤を制
御せずに放出するようにすることができる。
【００２８】
　本発明のさらに別のおよび／または代替の非限定的な態様においては、用具は、用具を
体通路内に正しく位置合わせすることを容易にするマーカー物質を含むことができる。マ
ーカー物質は、典型的には、電磁波（例えば、Ｘ線、マイクロ波、可視光、赤外波、紫外
波など）、音波（例えば、超音波など）、磁波（例えば、ＭＲＩなど）および／または他
の種類の電磁波（例えば、マイクロ波、可視光、赤外波、紫外波など）で確認できるよう
に設計される。１つの非限定的な実施形態においては、マーカー物質はＸ線で確認できる
（すなわち、放射線不透過性）。マーカー物質は、用具の全部または一部を形成すること
ができ、および／または用具の１つ以上の部分（フレア部分および／または本体部分、用
具の両端、本体部分およびフレア部分の移行部またはその近くなど）にコーティングする
ことができる。マーカー物質の位置は、用具上の１つ以上の位置であってもよい。マーカ
ー物質を含む１つ以上の領域の大きさは、同一または異なっていてもよい。マーカー物質
は、定義された距離だけ相互に間隔を空けることにより、用具上に定規形のマーキングを
形成して、体通路内に用具を容易に位置合わせすることができる。マーカー物質は、剛性
または柔軟な物質であってもよい。マーカー物質は生物安定性または生分解性物質であっ
てもよい。マーカー物質が剛性物質である場合、マーカー物質は典型的には金属物質で形
成される（例えば、金属帯、金属メッキなど）が、他のまたは追加の物質を用いることも
できる。マーカー物質が柔軟な物質である場合、マーカー物質は、典型的には、それ自体
マーカー物質である１つ以上のポリマーで形成され、および／または１つ以上の金属粉末
および／または金属化合物を含んでいる。１つの非限定的な実施形態においては、柔軟な
マーカー物質には、パリレン、ＰＬＧＡ、ＰＯＥ、ＰＧＡ、ＰＬＬＡ、ＰＡＡ、ＰＥＧ、
キトサンおよび／またはこれらのポリマーの１つ以上の誘導体と組み合わせた１つ以上の
金属粉末が含まれる。
【００２９】
　別のおよび／または代替の非限定な実施形態においては、柔軟なマーカー物質として、
アルミニウム、バリウム、ビスマス、コバルト、銅、クロム、金、鉄、ステンレス鋼、チ
タン、バナジウム、ニッケル、ジルコニウム、ニオブ、鉛、モリブデン、白金、イットリ
ウム、カルシウム、希土類金属、マグネシウム、レニウム、亜鉛、銀、減損放射性元素、
タンタルおよび／またはタングステン；および／またはその化合物の１つ以上の金属およ
び／または金属粉末を含む。マーカー物質は、ポリマー保護剤でコーティングすることが
できるが、これは必須ではない。マーカー物質をポリマー保護剤でコーティングする場合
、ポリマーコーティングを用いて、１）体液からマーカー物質を少なくとも部分的に隔離
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し、２）用具上にマーカー物質を保持しやすくし、３）医学的処置の間にマーカー物質が
損傷するのを少なくとも部分的に保護し、および／または４）用具上に所望の表面プロフ
ァイルを提供することができる。理解できるように、ポリマーコーティングは、他のまた
は追加の用途を有することができる。ポリマー保護コーティングは、生物安定性ポリマー
または生分解性ポリマー（例えば、分解および／または吸収される）であってもよい。保
護コーティングポリマー材料のコーティング厚みは、用いられる場合は、典型的には約３
００ミクロン未満であるが、他の厚みを用いることもできる。非限定的な一実施形態にお
いては、保護コーティング剤は、パリレン、ＰＬＧＡ、ＰＯＥ、ＰＧＡ、ＰＬＬＡ、ＰＡ
Ａ、ＰＥＧ、キトサンおよび／または上記のコポリマー、混合物および／または複合体、
および／またはこれらポリマーのうちの１つ以上のポリマーの誘導体を含む。
【００３０】
　本発明のさらに別のおよび／または代替の態様においては、ステントは、他の用具（例
えば、バルーンなど）を使用することによって拡張することが可能な、および／または自
己拡張型の拡張型用具であってもよい。拡張型ステントは、形状記憶特性を有さない、ま
たは実質的に有さない材料から製造することができ、または、形状記憶特性を有する材料
から製造することもできる。
【００３１】
　本発明の別のおよび／または代替の非限定的な態様においては、用具または用具の１つ
以上の領域は、微小電気機械システム（ＭＥＭＳ、例えば、マイクロマシニング、レーザ
ーマイクロマシニング、マイクロ成型など）を形成する際に用いられる、１つ以上の微小
製作および／またはマイクロマシニング技術を利用して構成することができる。しかし、
他のまたは追加の製造技術が用いられてもよい。用具は、１つ以上の表面構造（例えば、
孔、チャネル、ピット、リブ、スロット、切り欠き、隆起部、歯、ウェル、穴、溝など）
を含むことができる。これらの構造は、ＭＥＭＳ技術および／または他の種類の技術によ
って少なくとも部分的に形成することができる。用具は、用具の内面、外面または端部面
上に１つ以上の微細構造（例えば、マイクロニードル、マイクロボア、マイクロシリンダ
、マイクロコーン、マイクロピラミッド、マイクロチューブ、微小平行六面体、マイクロ
プリズム、マイクロ半球、歯、リブ、突起、ラチェット、ヒンジ、ジッパー、ジップタイ
のような構造など）を含むことができる。例えば、ステント、グラフト部品および／また
は他の適切な用具などの用具上に形成可能な構造の非限定的な例が、特許文献１および特
許文献２で説明されている。これらの内容は参照により本明細書に組み込まれる。典型的
には、微細構造は、形成される場合は、約１０００ミクロン以下、より典型的には約１０
００ミクロン未満、外面から外に突き出ているか、または外面から内側に突き出ている。
しかし、他のサイズが用いられてもよい。微細構造は、集中されるか、または、用具の表
面全体にわたって分散されてもよい。同様の形状および／またはサイズの微細構造および
／または表面構造が用いられてもよく、または異なる形状および／またはサイズの微細構
造が用いられてもよい。１つ以上の表面構造および／または微細構造が、用具の外面およ
び／または内面から突き出るように設計されている場合、１つ以上の表面構造および／ま
たは微細構造は、突出位置に形成することができ、および／または、用具を治療部位に配
置している間および／またはその後に用具から突き出るように設計することができる。微
細構造および／または表面構造は、１つ以上の薬剤を含有するように、および／または、
１つ以上の薬剤を含む通路、空洞などに結合されるよう設計可能であるが、これは必須で
はない。１つ以上の表面構造および／または微細構造は、用具が患者におよび／または患
者の体内に位置合わせすると、周囲組織または器官と係合および／または貫通するように
用いることができるが、これは必須ではない。本発明のさらに別のおよび／または代替の
限定的な態様では、微細構造および／または表面構造は、用具および／または追加の用具
の間の表面摩擦を変更するように設計することができる。例えば、用具の内面に形成され
た微細構造および／または表面構造を利用して、ステント、グラフト部分および／または
デリバリーカテーテル上の他の適切な用具の保持力を高めてもよい。本発明のさらに別の
および／または代替の非限定的な態様においては、微細構造および／または表面構造は、
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組織の成長を促進するために用いられる波形および／または割れ目のシステムを形成する
ように設計できる。１つの非限定的な態様においては、微細構造および／または表面構造
は、丸めて神経再生のためのシャント（ｓｈｕｎｔ）を形成できる膜の上に形成すること
ができ、この場合、微細構造および／または表面構造は格子を生成して、神経増殖を支援
および／または促進することができる。１つ以上の表面構造および／または微細構造を利
用して、用具の形状を形成または維持するのに役立てることができる（すなわち、特許文
献１および特許文献２号における用具を参照のこと）。１つ以上の表面構造および／また
は微細構造は、少なくとも部分的に、ＭＥＭＳ技術によって形成することができるが、こ
れは必須ではない。１つの非限定的な実施形態においては、１つ以上の表面構造および／
または微細構造は、少なくとも部分的に、薬剤、ポリマー、薬剤とポリマーとの混合物、
および／またはポリマーと薬剤の成層から形成することができる。表面構造および／また
は微細構造のうちの１つ以上は、１つ以上の物質（例えば、薬剤、ポリマーなど）を含む
ことが可能な１つ以上の内部通路を含むことができる。しかし、これは必須ではない。本
発明のさらに別のおよび／または代替の非限定的な態様においては、１つ以上の内部通路
は、部分的に結合および／または分離できる。１つ以上の表面構造および／または微細構
造は、様々な方法（例えば、マシニング、化学修飾、化学反応、ＭＥＭＳ技術、エッチン
グ、レーザ切断など）によって形成することができる。用具の１つ以上のコーティングお
よび／または１つ以上の表面構造および／または微細構造は、例えば、これらに限定され
ないが、１）１つ以上の薬剤、接着剤、マーカー物質および／またはポリマーの用具への
結合および／または接着を強化すること、２）用具の外観または表面特性を変更すること
、および／または、３）１つ以上の薬剤の放出速度を制御することといった、様々な目的
で用いることができる。１つ以上の微細構造および／または表面構造は、生物安定性、生
分解性などであってもよい。ＭＥＭＳ技術によって少なくとも部分的に形成される用具の
１つ以上の領域は、生物安定性、生分解性などであってもよい。用具または用具の１つ以
上の領域は、用具の１つ以上の領域、および／または用具上の１つ以上の微細構造および
／または表面構造を、損傷から少なくとも部分的に保護するために、保護剤で少なくとも
部分的に覆い、および／またはそれで充填することができる。用具が、１）梱包および／
または保管され、２）開梱され、３）他の用具に結合され、および／または、そうでなけ
れば他の用具上に固定および／または配置され、４）治療部位に挿入され、５）ユーザに
よって取り扱われ、および／または、６）１つ以上の微細構造および／または表面構造と
体通路内の流体との間に障壁を形成する場合、用具の１つ以上の領域、および／または用
具の１つ以上の微細構造および／または表面構造が損傷を受ける可能性がある。理解でき
るように、用具は、他のまたは追加の方法で損傷を受ける可能性がある。保護剤を用いて
、用具および１つ以上の微細構造および／または表面構造をこのような損傷から保護する
ことができる。保護剤は、先に上記で特定した１つ以上のポリマーを含むことができる。
保護剤は、１）生物安定性および／または生分解性であり、および／または、２）多孔性
および／または非多孔性であってもよい。１つの非限定的な設計では、用具が治療部位に
少なくとも部分的に挿入された後、１つ以上の微細構造および／または表面構造を少なく
とも部分的に環境に露出するため、ポリマーは少なくとも部分的に生分解性である。別の
および／または追加の非限定的な設計においては、保護剤として、これらに限定されない
が、糖（例えば、グルコース、フルクトース、スクロースなど）、炭水化物化合物、塩（
例えば、ＮａＣｌなど）、パリレン、ＰＬＧＡ、ＰＯＥ、ＰＧＡ、ＰＬＬＡ、ＰＡＡ、Ｐ
ＥＧ、キトサンおよび／または上記のコポリマー、混合物および／または複合体、および
／またはこれらポリマーのうちの１つ以上のポリマーの誘導体が挙げられる。しかし、他
のおよび／または追加の物質を用いることもできる。さらに別のおよび／または追加の非
限定的な設計においては、保護剤の厚みは、一般に、約３００ミクロン未満、典型的には
、約１５０ミクロン未満である。しかし、保護剤の物質選択によって、他の厚みを用いる
ことができる。保護剤は、本明細書に先に記載された１つ以上のメカニズムによってコー
ティングすることができる。
【００３２】
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　本発明のさらに別のおよび／または代替の非限定的な態様においては、用具は、物理的
妨害物を含み、および／または妨害物として使用することができる。物理的妨害物には、
これらに限定されないが、接着剤、シース、磁石、テープ、ワイヤ、ひもなども含まれる
。物理的妨害物を用いて、１）用具の１つ以上の領域を特定の形態またはプロファイルに
物理的に保持し、２）用具を特定の配置装置上に物理的に保持し、３）用具上の１つ以上
の表面構造および／または微細構造を保護し、および／または、４）用具上に１つ以上の
表面領域、表面構造および／または微細構造と、体通路内の流体との間に障壁を形成する
ことができる。理解できるように、物理的妨害物は、他のおよび／または追加の機能を有
することができる。物理的妨害物は典型的には生分解性物質であるが、生物安定性物質を
用いることもできる。物理的妨害物は、用具の滅菌に耐えるように設計することができる
が、これは必須ではない。物理的妨害物は、１つ以上の用具に付着され、含まれ、および
／または用具と組み合わせて用いられてもよい。これに加えて、あるいは代替的に、物理
的妨害物は、限定された期間、用具において、および／または用具と組み合わせて用い、
その後、１）用具が部分的にまたは完全に配置された後、用具から外し、および／または
、２）用具が部分的にまたは完全に展開されている間および／またはその後に、溶解およ
び／または分解するように設計することができるが、これは必須ではない。これに加えて
、あるいは代替的に、物理的妨害物は、用具において一時的に用いて、用具の展開を容易
にするように設計および形成できるが、これは必須ではない。物理的妨害物の１つの非限
定的な使用では、物理的妨害物は、用具を、治療する位置へ少なくとも部分的に送達する
のに用いられる別の用具に少なくとも部分的に固定するように設計、または形成される。
物理的妨害物の別のおよび／または代替の非限定的な使用では、物理的妨害物は、用具が
治療位置に少なくとも部分的に位置合わせされるまで、用具を特定の形状または形態に少
なくとも部分的に維持するように設計または形成される。物理的妨害物のさらに別のおよ
び／または代替の非限定的な使用では、物理的妨害物は、用具が少なくとも部分的に治療
位置に位置合わせされるまで、ある種類の用具を、別の種類の医療機器または用具に少な
くとも部分的に維持および／または固定するように設計または形成される。物理的妨害物
はまた、あるいは代替的に、用具の使用を容易にする装置において用いられるように設計
および形成することができる。物理的妨害物の１つの非限定的な使用では、接着剤の形態
である場合は、用具を治療部位に容易に維持するために、用具を治療部位に少なくとも部
分的に固定するように形成することができる。例えば、物理的妨害物をこのような使用方
法で用いることにより、縫合、ステッチ、ねじ、釘、ロッドなどによって治療部位に適切
に固定されるまで、用具を治療部位上、または治療部位に容易に維持することができる。
しかし、これは必須ではない。これに加えて、あるいは代替的に、物理的妨害物を用いて
、用具が部分的または完全にその目的を達成するまで、用具を治療部位上または治療部位
に容易に維持することができる。物理的妨害物は、正しく使用される場合、予測されない
悪影響を引き起こさないように、典型的には生体適合性物質である。物理的妨害物は、生
物安定性または生分解性（例えば、分解しおよび／または吸収されるなど）であってもよ
い。物理的妨害物が１つ以上の接着剤を含むかまたはそれである場合、１つ以上の接着剤
を、これらに限定されないが、吹き付け（例えば、アトマイジングスプレー法など）、火
炎溶射コーティング、粉体堆積、浸漬コーティング、流し塗り、浸漬－スピンコーティン
グ、ロールコーティング（直接および反転）、音波粉砕、ブラッシング、プラズマ蒸着、
気相蒸着による蒸着、ＭＥＭＳ技術および用具への回転金型堆積などによって、用具にコ
ーティングすることができる。物理的妨害物はまた、あるいは代替的に、用具の少なくと
も一部を形成することができる。用具の１つ以上の領域および／または表面はまた、ある
いは代替的に、物理的妨害物を含むことができる。物理的妨害物は、１つ以上の薬剤およ
び／または他の物質（例えば、マーカー物質、ポリマーなど）を含むことができるが、こ
れは必須ではない。物理的妨害物が接着剤であるか、またはそれを含む場合は、接着剤は
、接着剤中に１つ以上の薬剤を制御して放出し、および／または、用具上に塗布し、およ
び／またはその中に含有されるように配合することができる。しかし、これは必須ではな
い。接着剤はまた、あるいは代替的に、このような薬剤に対する浸透性または非浸透性障
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壁を形成することによって、用具上に位置し、および／またはその中に含まれる１つ以上
の薬剤の放出を制御することができる。しかし、これは必須ではない。接着剤は１つ以上
のポリマーを含み、および／またはそれと混合することができるが、これは必須ではない
。１つ以上のポリマーを用いて、１）上記接着剤によって与えられる接着時間を制御し、
２）接着剤の分解速度を制御し、および／または、３）接着剤からの１つ以上の薬剤の放
出速度、および／または接着層を介した拡散または浸透を制御できるが、これは必須では
ない。物理的妨害物がシースを含む場合、シースは用具を部分的または完全に囲むように
設計することができる。シースは、用具が治療部位に配置された後に、用具から物理的に
除去されるよう設計することができる。しかし、これは必須ではない。シースは、時間経
過とともに少なくとも部分的に分解して、用具の１つ以上の表面領域、微細構造および／
または表面構造を少なくとも部分的に露出する生分解性物質で形成することができる。し
かし、これは必須ではない。シースは、１つ以上の生物学的薬剤を含み、および／または
それで少なくとも部分的にコーティングされてもよい。シースは１つ以上のポリマーを含
むが、これは必須ではない。１つ以上のポリマーは、これらに限定されないが、例えば、
１）シースの一部の形成、２）シースの物理的特性の改善（例えば、強度の改善、耐久性
の改善、生体適合性の改善、摩擦の減少など）、および／または、３）１つ以上の薬剤の
シースからの放出速度の少なくとも部分的な制御、といった様々な理由で用いることがで
きる。理解できるように、１つ以上のポリマーは、シースでの他のまたは追加的な用途を
有することができる。
【００３３】
　本発明のさらに別のおよび／または代替の非限定的な態様においては、ステントは、生
物安定性または生体吸収性特性を有する基材で全体的または部分的に形成することができ
る。ステントは、１つ以上のポリマー、化学薬剤、金属（例えば、アルミニウム、バリウ
ム、ビスマス、カルシウム、炭素、コバルト、銅、クロム、減損放射性元素、金、鉄、鉛
、モリブデン、マグネシウム、ニッケル、ニオブ、白金、希土類金属、レニウム、銀、タ
ンタル、チタン、タングステン、バナジウム、イットリウム、亜鉛、ジルコニウム、およ
び／またはそれらの合金（例えば、ステンレス鋼、ニチノール、Ｃｒ－Ｃｏ、Ｍｏ－Ｒｅ
、Ｔａ－Ｗ、Ｍｇ－Ｚｒ、Ｍｇ－Ｚｎ、真鍮など））、セラミック、および／または繊維
強化材料（例えば、炭素繊維材料、ガラス繊維など）から、少なくとも部分的に形成する
ことができる。ステントは、一般に、ステントを製造するのに必要な製造工程に耐えるた
めに、所望の特性をステントに与える１つ以上の材料を含んでいる。これらの製造工程と
して、これらに限定されないが、レーザ切断、エッチング、研削、水切断、放電加工、ク
リンプ加工、アニーリング、圧伸成形、ピルガリング、電解めっき、電解研磨、化学研磨
、イオンビーム蒸着または注入、スパッタコーティング、真空蒸着などが挙げられる。
【００３４】
　本発明の別のおよび／または代替の非限定的な態様においては、ステントは、ステンレ
ス鋼またはコバルトクロム合金から形成された従来のステントと比べて、改善された特性
を有する新規な金属合金から少なくとも部分的に形成された基材で、全体的または部分的
に形成することができる。少なくとも部分的にステントを形成するために用いられる新規
な金属合金は、１つ以上の特性（例えば、強度、耐久性、硬度、生物安定性、可屈曲性、
摩擦係数、半径方向強度、柔軟性、引張強度、縦方向伸び、応力ひずみ性質、改善された
反跳性質、放射線不透過性、熱感度、生体適合性など）を向上させることができる。新規
な金属合金のこれら１つ以上の物理特性により、ステントの大きさ、容積または重さを増
やさずに、ステントを達成することができ、いくつかの場合においては、従来のステンレ
ス鋼またはコバルトクロム合金材料から少なくとも部分的に形成されたステントと比較し
て、ステントの容積、大きさおよび／または重さが低減されている場合であっても、ステ
ントを達成することができる。少なくとも部分的にステントを形成するのに用いられる新
規な金属合金は、したがって、１）ステントの放射線不透過性を増し、２）ステントの半
径方向強度を増し、３）ステントの引張強度を増し、４）ステントの応力ひずみ特性を改
善し、５）ステントの圧着および／または拡張性質を改善し、６）ステントの可屈曲性お
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よび／または柔軟性を改善し、７）ステントの強度および／または耐久性を向上し、８）
ステントの硬度を増し、９）ステントの長手方向の伸長特性を改善し、１０）ステントの
反跳特性を改善し、１１）ステントの摩擦係数を改善し、１２）ステントの熱感度特性を
改善し、１３）ステントの生物安定性および／または生体適合性を改善し、および／また
は、１４）より小型で、薄く、および／またはより軽量のステントを製造することを可能
にする。ステントに限定されないが、このようなより小型で、薄く、および／またはより
軽量のステントは、体通路に挿入することができ、その結果、血栓症の発症率を低減する
と考えられている。このようなステントは、ステントが体通路に挿入される際の、身体に
よる反対反応がより少なくなると考えられている。したがって、ステントは、ステントに
含まれ、含有され、および／またはコーティングされる生物学的薬剤なしに用いることが
でき、さらに、結果として血栓症の発症率を低減する。したがって、ステントが治療部位
に挿入された後に、全身にわたって、積極的に抗血小板および／または抗凝固療法を長時
間使用する必要性を、この新規な合金を用いることによって、低減または除去することが
できる。
【００３５】
　本発明の非限定的な一態様においては、新規な金属合金を含むステントは、体通路内で
用いるためのステントである。しかし、他の種類のステントを少なくとも部分的に新規な
金属合金から形成できることが理解できる。本明細書においては、用語「体通路」は、生
体の任意の通路または空洞（例えば、胆管、細気管支管、鼻腔、血管、心臓、食道、気管
、胃、卵管、子宮、尿管、尿道、腸、リンパ管、鼻通路、耳管、耳道など）であると定義
される。ステントを治療部位に送達するために採用される方法には、これらに限定されな
いが、血管形成術、血管吻合、介入処置およびこれらの任意の組み合わせが含まれる。血
管用途に関しては、用語「体通路」は、主に、心臓の血管および心室を表す。ステントは
、バルーンおよび／または他の手段によって拡張可能な拡張型ステントであってもよい。
ステントは、多くの形状および形態を取ることができる。このような形状には、これらに
限定されないが、特許文献３および特許文献４並びにこれらの特許で引用された全ての従
来技術で開示されたステントが含まれる。このような特許におけるステントのこれら種々
の設計および構成は、参照により本明細書に組み込まれる。
【００３６】
　本発明の別のおよび／または代替の非限定的な態様においては、ステントは、一般に、
少なくとも約２５重量％の新規な金属合金を含むように設計されるが、これは必須ではな
い。本発明の非限定的な一実施形態では、ステントは、少なくとも約４０重量％の新規な
金属合金を含む。本発明の別のおよび／または代替の非限定的な実施形態では、ステント
は、少なくとも約５０重量％の新規な金属合金を含む。本発明のさらに別のおよび／また
は代替の非限定的な実施形態では、ステントは、少なくとも約６０重量％の新規な金属合
金を含む。本発明のさらに別のおよび／または代替の非限定的な実施形態では、ステント
は、少なくとも約７０重量％の新規な金属合金を含む。本発明のさらに別のおよび／また
は代替の非限定的な実施形態では、ステントは、少なくとも約８５重量％の新規な金属合
金を含む。本発明の別のおよび／または代替の非限定的な実施形態では、ステントは、少
なくとも約９０重量％の新規な金属合金を含む。本発明の別のおよび／または代替の非限
定的な実施形態では、ステントは、少なくとも約９５重量％の新規な金属合金を含む。本
発明の別のおよび／または代替の非限定的な実施形態では、ステントは、約１００重量％
の新規な金属合金を含む。
【００３７】
　本発明のさらに別のおよび／または代替の非限定的な態様では、ステントの全体または
一部を形成するために用いられる新規な金属合金は、１）別の金属上にコーティング、金
属溶射、めっきおよび／または形成（例えば、冷間加工、熱間加工など）されることはな
く、または２）新規な金属合金上に金属溶射、めっき、コーティングおよび／または形成
された別の金属または金属合金を有していない。いくつかの用途では、本発明の新規な金
属合金は、別の金属上にコーティング、金属溶射、めっきおよび／または形成されてもよ
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く、または別の金属もしくは金属合金が、ステントの全体または一部を形成する際に、新
規な金属合金上にめっき、金属溶射、コーティングおよび／または形成されてもよい。
【００３８】
　本発明のさらに別のおよび／または代替の非限定的な態様では、ステントの全体または
一部を形成するのに用いられる新規な金属合金には、レニウムおよびモリブデンを含む。
新規な金属合金には、例えば、これらに限定されないが、ボロン、カルシウム、クロム、
コバルト、銅、金、鉄、鉛、マグネシウム、マンガン、水銀、ニッケル、ニオブ、白金、
希土類金属、シリコン、銀、硫黄、タンタル、スズ、チタン、タングステン、イットリウ
ム、亜鉛、ジルコニウムおよび／またはそれらの合金などの１つ以上の他の金属を含むこ
とができる。
【００３９】
　本発明のさらに別のおよび／または代替の非限定的な態様では、ステントの全体または
一部を形成するのに用いられる新規な金属合金は、少なくとも約９０重量％のモリブデン
とレニウムを含む新規な金属合金である。１つの非限定的な組成では、新規な金属合金中
のモリブデンとレニウムの含有量は、少なくとも約９５重量％である。別のおよび／また
は代替の非限定的な組成では、新規な金属合金中のモリブデンとレニウムの含有量は、少
なくとも約９７重量％である。さらに別のおよび／または代替の非限定的な組成では、新
規な金属合金中のモリブデンとレニウムの含有量は、少なくとも約９８重量％である。さ
らに別のおよび／または代替の非限定的な組成では、新規な金属合金中のモリブデンとレ
ニウムの含有量は、少なくとも約９９重量％である。さらに別のおよび／または代替の非
限定的な組成では、新規な金属合金中のモリブデンとレニウムの含有量は、少なくとも約
９９．５重量％である。別の１つの非限定的な組成では、新規な金属合金中のモリブデン
とレニウムの含有量は、少なくとも約９９．９重量％である。別のおよび／または代替の
非限定的な組成では、新規な金属合金中のモリブデンとレニウムの含有量は、少なくとも
約９９．９５重量％である。別のおよび／または代替の非限定的な組成では、新規な金属
合金中のモリブデンとレニウムの含有量は、少なくとも約９９．９９重量％である。理解
できるように、新規な金属合金中のレニウムとモリブデンの他の重量％の含有量を用いる
こともできる。１つの非限定的な組成では、新規な金属合金の純度レベルは、新規な金属
合金の固溶体を生成するようなレベルである。固溶体または均一溶液は、２つ以上の第一
次金属を含む金属合金として定義され、第一次金属を合わせた重量％は、少なくとも約９
５重量％、典型的には少なくとも約９９重量％、より典型的には少なくとも約９９．５重
量％、さらにより典型的には少なくとも約９９．８重量％、およびさらにより典型的には
少なくとも約９９．９重量％である。第一次金属は、金属不純物でない金属合金の金属成
分である。レニウムおよびモリブデンを一次金属として含む新規な金属合金の固溶体は、
少なくとも約９５～９９重量％のレニウムおよびモリブデンを含む合金である。純度レベ
ルが９５重量％未満のモリブデンおよびレニウムは、ステントを形成および／または用い
る際に有用または望まれる金属合金の１つ以上の物理的特性に悪影響を与えると考えられ
ている。本発明の一実施形態においては、本発明による新規な金属合金のレニウム含有量
は少なくとも約４０重量％である。１つの非限定的な組成では、新規な金属合金のレニウ
ム含有量は少なくとも約４５重量％である。さらに別のおよび／または代替の非限定的な
組成では、新規な金属合金のレニウム含有量は約４５～５０重量％である。さらに別のお
よび／または代替の非限定的な組成では、新規な金属合金のレニウム含有量は約４７～４
８重量％である。さらに別のおよび／または代替の非限定的な組成では、新規な金属合金
のレニウム含有量は約４７．６～４９．５重量％である。さらに別のおよび／または代替
の非限定的な組成では、新規な金属合金のレニウムの含有量は約４７．１５～４７．５重
量％である。理解できるように、新規な金属合金のレニウムの他の重量％の含有量を用い
ることもできる。本発明の別のおよび／または代替の実施形態では、本発明による新規な
金属合金のモリブデン含有量は少なくとも約４０重量％である。１つの非限定的な組成で
は、新規な金属合金のモリブデン含有量は少なくとも約４５重量％である。別のおよび／
または代替の非限定的な組成では、新規な金属合金のモリブデン含有量は少なくとも約５
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０重量％である。さらに別のおよび／または代替の非限定的な組成では、新規な金属合金
のモリブデン含有量は約５０～６０重量％である。さらに別のおよび／または代替の非限
定的な組成では、新規な金属合金のモリブデン含有量は約５０～５６重量％である。理解
できるように、新規な金属合金のモリブデンの他の重量％の含有量を用いることもできる
。
【００４０】
　本発明のさらに別のおよび／または代替の非限定的な態様では、ステントの全体または
一部を形成するのに用いられる新規な金属合金は、少なくとも約９０重量％のモリブデン
およびレニウムと、チタン、イットリウムおよび／またはジルコニウムを含む少なくとも
１つの追加の金属とを含む新規な金属合金である。制御された量のチタン、イットリウム
および／またはジルコニウムをモリブデンとレニウムの合金に加えることにより、モリブ
デンとレニウムを主に含む金属合金より優れた改善された物理的特性を有する金属合金を
形成することが判明している。例えば、制御された量のチタン、イットリウムおよび／ま
たはジルコニウムをモリブデンとレニウムの合金に加えると、その結果、１）モリブデン
とレニウムを主に含む金属合金と比べて、合金の降伏強度を増し、２）モリブデンとレニ
ウムを主に含む金属合金と比べて、合金の引張伸びを増し、３）モリブデンとレニウムを
主に含む金属合金と比べて、合金の延性を増し、４）モリブデンとレニウムを主に含む金
属合金と比べて、合金の粒径を小さくし、５）モリブデンとレニウムを主に含む金属合金
と比べて、合金中の遊離炭素、酸素および／または窒素の量を低減し、および／または、
６）モリブデンとレニウムを主に含む金属合金からのステントの形成と比べて、合金でス
テントを形成する間における、合金の微小クラック形成傾向を低減するようになる。１つ
の非限定的な組成においては、新規な金属合金中のモリブデンおよびレニウム並びに少な
くとも１つの追加金属の含有量は、少なくとも約９０重量％である。別のおよび／または
代替の非限定的な組成では、新規な金属合金中のモリブデンおよびレニウム並びに少なく
とも１つの追加金属の含有量は、少なくとも約９５重量％である。さらに別のおよび／ま
たは代替の非限定的な組成では、新規な金属合金中のモリブデンおよびレニウム並びに少
なくとも１つの追加金属の含有量は、少なくとも約９８重量％である。さらに別のおよび
／または代替の非限定的な組成では、新規な金属合金中のモリブデンおよびレニウム並び
に少なくとも１つの追加金属の含有量は、少なくとも約９９重量％である。さらに別のお
よび／または代替の非限定的な組成では、新規な金属合金中のモリブデンおよびレニウム
並びに少なくとも１つの追加金属の含有量は、少なくとも約９９．５重量％である。さら
なる１つの非限定的な組成では、新規な金属合金中のモリブデンおよびレニウム並びに少
なくとも１つの追加金属の含有量は、少なくとも約９９．９重量％である。別のおよび／
または代替の非限定的な組成では、新規な金属合金中のモリブデンおよびレニウム並びに
少なくとも１つの追加金属の含有量は、少なくとも約９９．９５重量％である。別のおよ
び／または代替の非限定的な組成では、新規な金属合金中のモリブデンおよびレニウム並
びに少なくとも１つの追加金属の含有量は、少なくとも約９９．９９重量％である。理解
できるように、新規な金属合金中のモリブデンおよびレニウム並びに少なくとも１つの追
加金属の他の重量％の含有量を用いることもできる。１つの非限定的な組成においては、
新規な金属合金の純度レベルは、レニウムおよびモリブデン並びに少なくとも１つの追加
金属の固溶体を生成するような純度レベルである。レニウムおよびモリブデン、並びに、
チタン、イットリウムおよび／またはジルコニウムのうちの少なくとも１つの追加金属を
第一次金属として含む新規な金属合金の固溶体は、少なくとも約９５～９９重量％のレニ
ウムおよびモリブデン並びに少なくとも１つの追加金属を含む合金である。純度レベルが
９５重量％未満のモリブデンおよびレニウム並びに少なくとも１つの追加金属は、ステン
トを形成および／または用いる際に有用または望まれる金属合金の１つ以上の物理的特性
に悪影響を与えると考えられている。本発明の一実施形態においては、本発明による新規
な金属合金のレニウム含有量は少なくとも約４０重量％である。１つの非限定的な組成で
は、新規な金属合金のレニウムの含有量は少なくとも約４５重量％である。さらに別のお
よび／または代替の非限定的な組成では、新規な金属合金のレニウムの含有量は約４５～
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５０重量％である。さらに別のおよび／または代替の非限定的な組成では、新規な金属合
金のレニウムの含有量は約４７～４８重量％である。理解できるように、新規な金属合金
のレニウムの他の重量％の含有量を用いることもできる。本発明の別のおよび／または代
替の実施形態では、新規な金属合金のモリブデン含有量は少なくとも約４０重量％である
。１つの非限定的な組成では、新規な金属合金のモリブデン含有量は少なくとも約４５重
量％である。別のおよび／または代替の非限定的な組成では、新規な金属合金のモリブデ
ン含有量は、少なくとも約５０重量％である。さらに別のおよび／または代替の非限定的
な組成では、新規な金属合金のモリブデン含有量は、約５０～６０重量％である。さらに
別のおよび／または代替の非限定的な組成では、新規な金属合金のモリブデン含有量は約
５０～５６重量％である。理解できるように、新規な金属合金のモリブデンの他の重量％
の含有量を用いることもできる。新規な金属合金中のチタン、イットリウムおよびジルコ
ニウムの合計含有量は、約５重量％未満、典型的には約１重量％以下、より典型的には約
０．５重量％以下である。新規な金属合金中のチタン、イットリウムおよび／またはジル
コニウムの重量％含有量が多くなると、新規な金属合金の脆性に悪影響を与え始める可能
性がある。チタンが新規な金属合金中に含まれている場合、チタンの含有量は、典型的に
は、約１重量％未満、より典型的には、約０．６重量％未満、さらにより典型的には、約
０．０５～０．５重量％、さらにより典型的には、約０．１～０．５重量％である。理解
できるように、新規な金属合金の他の重量％のチタン含有量を用いることもできる。ジル
コニウムが新規な金属合金に含まれている場合、ジルコニウムの含有量は、典型的には、
約０．５重量％未満、より典型的には、約０．３重量％未満、さらにより典型的には、約
０．０１～０．２５重量％、さらにより典型的には、約０．０５～０．２５重量％である
。理解できるように、新規な金属合金の他の重量％のジルコニウム含有量を用いることも
できる。チタンとジルコニウムが新規な金属合金に含まれている場合、チタンとジルコニ
ウムの重量比は、約１～１０：１、典型的には、約１．５～５：１、より典型的には、約
１．７５～２．５：１である。イットリウムが新規な金属合金に含まれている場合、イッ
トリウムの含有量は、典型的には、約０．３重量％未満、より典型的には、約０．２重量
％未満、さらにより典型的には、約０．０１～０．１重量％である。理解できるように、
新規な金属合金の他の重量％のイットリウム含有量を用いることもできる。新規な金属合
金にチタン、イットリウムおよび／またはジルコニウムが含まれることによって、新規な
金属合金の固溶体中に閉じ込められる酸素が低減すると考えられている。閉じ込められる
酸素が減少することによって、粒径がより小さい新規な金属合金および／または延性が大
きい新規な金属合金を形成することができる。新規な金属合金中に閉じ込められる酸素が
減少することによって、モリブデンおよびレニウムだけの合金と比べて、新規な金属合金
の降伏強度を増加させることができる（すなわち、２～１０％増加）。新規な金属合金に
チタン、イットリウムおよび／またはジルコニウムを含むことはまた、新規な金属合金中
に閉じ込められる遊離炭素を低減させる原因となると考えられている。新規な金属合金に
チタン、イットリウムおよび／またはジルコニウムを含むと、新規な金属合金中に遊離炭
素を含む炭化物を形成すると考えられている。この炭化物の形成によって、新規な金属合
金の延性が改善され、また、金属合金でステント（例えば、ステントなど）を形成する間
に、クラックの発生を低減すると考えられている。したがって、新規な金属合金は、モリ
ブデンおよびレニウムだけの合金と比べて、増大した引張伸びを呈する（すなわち、１～
８％増大）。新規な金属合金にチタン、イットリウムおよび／またはジルコニウムを含む
ことはまた、新規な金属合金中で閉じ込められる遊離窒素を低減させる原因となると考え
られている。新規な金属合金にチタン、イットリウムおよび／またはジルコニウムを含む
と、新規な金属合金中に遊離炭素および遊離窒素を含む炭窒化物を形成すると考えられて
いる。このように炭窒化物が形成されることによっても、新規な金属合金の延性が向上し
、金属合金でステントを形成する間におけるクラックの発生を低減すると考えられている
。したがって、新規な金属合金は、モリブデンおよびレニウムだけの合金と比べて、増大
した引張伸びを呈する（すなわち、１～８％増加）。新規な金属合金中の遊離炭素、酸素
および／または窒素の量を低減してもまた、新規な金属合金の密度を増加させると考えら
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れている（すなわち、１～５％増加）。新規な金属合金中に炭化物、炭窒化物および／ま
たは酸化物を形成することによって、新規な金属合金中に、分散した第二相粒子が形成さ
れるようになり、それによって、粒径の小さい金属合金を形成しやすくなる。
【００４１】
　本発明のさらに別のおよび／または代替の非限定的な態様においては、新規な金属合金
は、約５重量％未満の他の金属および／または不純物を含んでいる。新規な金属合金の純
度レベルが高くなると、より均一な合金が形成される結果となり、これによって、次に、
新規な金属合金全体にわたって密度がより均一になり、また、新規な金属合金の所望の生
産量と極限引張強度が得られる。新規な金属合金の密度は、一般に、少なくとも約１２ｇ
ｍ／ｃｃであり、典型的には、少なくとも約１３～１３．５ｇｍ／ｃｃである。このほぼ
均一な高密度の新規な金属合金によって、新規な金属合金の放射線不透過性が大幅に改善
される。１つの非限定的な組成においては、新規な金属合金は約１重量％未満の他の金属
および／または不純物を含む。別のおよび／または代替の非限定的な組成では、新規な金
属合金は約０．５重量％未満の他の金属および／または不純物を含む。さらに別のおよび
／または代替の非限定的な組成では、新規な金属合金は約０．４重量％未満の他の金属お
よび／または不純物を含む。さらに別のおよび／または代替の非限定的な組成では、新規
な金属合金は約０．２重量％未満の他の金属および／または不純物を含む。さらに別のお
よび／または代替の非限定的な組成では、新規な金属合金は約０．１重量％未満の他の金
属および／または不純物を含む。さらに別のおよび／または代替の非限定的な組成では、
新規な金属合金は約０．０８重量％未満の他の金属および／または不純物を含む。さらに
別のおよび／または代替の非限定的な組成では、新規な金属合金は約０．０６重量％未満
の他の金属および／または不純物を含む。別のおよび／または代替の非限定的な組成では
、新規な金属合金は約０．０５重量％未満の他の金属および／または不純物を含む。別の
および／または代替の非限定的な組成では、新規な金属合金は約０．０２重量％未満の他
の金属および／または不純物を含む。さらに別のおよび／または代替の非限定的な組成で
は、新規な金属合金は約０．０１重量％未満の他の金属および／または不純物を含む。理
解できるように、新規な金属合金中に他の重量％量の他の金属および／または不純物が存
在してもよい。
【００４２】
　本発明のさらに別のおよび／または代替の非限定的な態様においては、新規な金属合金
は、ある特定量の炭素と酸素を含んでいる。これら２つの元素は、新規な金属合金の形成
特性と脆性に影響を与えることが判明している。新規な金属合金中の炭素と酸素との原子
比を制御することにより、新規な金属合金をステントに形成する間において、および／ま
たは、体通路内でステントを使用および／または拡張する間において、新規な金属合金に
おける微小クラックを形成する傾向を最小にすることができる。新規な金属合金中の炭素
対酸素の原子比を制御することによって、金属合金中の酸素を再配分し、これにより、新
規な金属合金をステントに形成する間において、および／または、体通路内でステントを
使用および／または拡張する間において、新規な金属合金内に微小クラックを形成する傾
向を最小にすることができる。合金中の炭素対酸素の原子比は、新規な金属合金内の微小
クラック形成の傾向を最小にするために、および新規な金属合金の伸び率を改善するため
に重要であると考えられている。これらは両方ともステントを形成する際および／または
用いる際に有用な、または、望まれる金属合金の１つ以上の物理的特性に影響を与えるこ
とができる。出願人らは、炭素対酸素の原子比が約２：１未満であると、例えば、ステン
トの特性（ステントに限定されないが）に悪影響を与えるであろうと、以前は考えていた
。詳細な調査によって、体温に曝される場合のステントは、炭素対酸素の原子比が約２：
１未満である新規な金属合金から形成できることが判明している。しかし、依然として、
炭素対酸素の原子比が約２：１よりも大きい場合が、ステントの特性はより優れていると
考えられている。華氏約４０～１２０度の温度で作動する場合の新規な金属合金の特定の
用途では、酸素の含有量は特定の量未満であり、炭素対酸素の原子比は約０．２：１まで
低くできる。１つの非限定的な配合では、新規な金属合金中の炭素対酸素の原子比は、一
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般に、少なくとも約０．４：１（すなわち、重量比で約０．３：１）である。別の非限定
的な配合では、新規な金属合金中の炭素対酸素の原子比は、一般に、少なくとも約０．５
：１（すなわち、重量比で約０．３７５：１）である。さらに別の非限定的な配合では、
新規な金属合金中の炭素対酸素の原子比は、一般に、少なくとも約１：１（すなわち、重
量比で約０．７５：１）である。さらに別の非限定的な配合では、新規な金属合金中の炭
素対酸素の原子比は、一般に、少なくとも約２：１（すなわち、重量比で約１．５：１）
である。さらに別の非限定的な配合では、新規な金属合金中の炭素対酸素の原子比は、一
般に、少なくとも約２．５：１（すなわち、重量比で約１．８８：１）である。さらに別
の非限定的な配合では、新規な金属合金中の炭素対酸素の原子比は、一般に、少なくとも
約３：１（すなわち、重量比で約２．２５：１）である。さらに別の非限定的な配合では
、新規な金属合金中の炭素対酸素の原子比は、一般に、少なくとも約４：１（すなわち、
重量比で約３：１）である。さらに別の非限定的な配合では、新規な金属合金中の炭素対
酸素の原子比は、一般に、少なくとも約５：１（すなわち、重量比で約３．７５：１）で
ある。さらに別の非限定的な配合では、新規な金属合金中の炭素対酸素の原子比は、一般
に、約２．５～５０：１（すなわち、重量比で約１．８８～３７．５４：１）である。別
の非限定的な配合では、新規な金属合金中の炭素対酸素の原子比は、一般に、約２．５～
２０：１（すなわち、重量比で約１．８８～１５：１）である。別の非限定的な配合では
、新規な金属合金中の炭素対酸素の原子比は、一般に、約２．５～１３．３：１（すなわ
ち、重量比で約１．８８～１０：１）である。さらに別の非限定的な配合では、新規な金
属合金中の炭素対酸素の原子比は、一般に、約２．５～１０：１（すなわち、重量比で約
１．８８～７．５：１）である。さらに別の非限定的な配合では、新規な金属合金中の炭
素対酸素の原子比は、一般に、約２．５～５：１（すなわち、重量比で約１．８８～３．
７５：１）である。理解できるように、新規な金属合金中の炭素対酸素の他の原子比を用
いることもできる。炭素対酸素の比は、所望の炭素対酸素比が得られるまで、新規な金属
合金に炭素を意図的に加えることによって調整することができる。典型的には、新規な金
属合金の炭素含有量は、約０．２重量％未満である。炭素含有量が多すぎると、新規な金
属合金の物理的特性に悪影響を与える可能性がある。１つの非限定的な配合では、新規な
金属合金の炭素含有量は、新規な金属合金の約０．１重量％未満である。別の非限定的な
配合では、新規な金属合金の炭素含有量は、新規な金属合金の約０．０５重量％未満であ
る。さらに別の非限定的な配合では、新規な金属合金の炭素含有量は、新規な金属合金の
約０．０４重量％未満である。新規な金属合金に炭素を意図的に加えない場合は、新規な
金属合金は、最大約１５０ｐｐｍの炭素、典型的には、最大約１００ｐｐｍの炭素、より
典型的には、約５０ｐｐｍ未満の炭素を含むことができる。新規な金属合金の酸素含有量
は、新規な金属合金を形成するのに用いられる処理パラメータによって変化してもよい。
一般に、酸素含有量は、極めて低レベルに維持されるべきである。１つの非限定的な配合
においては、酸素含有量は、新規な金属合金の約０．１重量％未満である。別の非限定的
な配合では、酸素含有量は、新規な金属合金の約０．０５重量％未満である。さらに別の
非限定的な配合では、酸素含有量は、新規な金属合金の約０．０４重量％未満である。さ
らに別の非限定的な配合では、酸素含有量は、新規な金属合金の約０．０３重量％未満で
ある。さらに別の非限定的な配合では、新規な金属合金は最大約１００ｐｐｍの酸素を含
んでいる。別の非限定的な配合では、新規な金属合金は最大約７５ｐｐｍの酸素を含んで
いる。さらに別の非限定的な配合では、新規な金属合金は最大約５０ｐｐｍの酸素を含ん
でいる。さらに別の非限定的な配合では、新規な金属合金は最大約３０ｐｐｍの酸素を含
んでいる。さらに別の非限定的な配合では、新規な金属合金は約２０ｐｐｍ未満の酸素を
含んでいる。さらに別の非限定的な配合では、新規な金属合金は約１０ｐｐｍ未満の酸素
を含んでいる。理解できるように、新規な金属合金中の他の量の炭素および／または酸素
が存在してもよい。新規な金属合金中の酸素含有量が特定の量を超える場合、炭素対酸素
比を厳密に制御することによって、ステントの形成中に、および、ステントを患者に挿入
した後に、新規な金属合金は、微小クラックを形成する傾向が極めて低くなると考えられ
ている。１つの非限定的な配置においては、新規な金属合金中の酸素含有量が約１００ｐ
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ｐｍより多い場合、新規な金属合金中の炭素対酸素の原子比は、少なくとも約２．５：１
である。
【００４３】
　本発明のさらに別のおよび／または代替の非限定的な態様においては、新規な金属合金
は、制御された量の窒素を含んでいる。新規な金属合金中の窒素量が多くなると、新規な
金属合金の延性に悪影響を与える可能性がある。これは次に、新規な金属合金の伸長特性
に悪影響を与える可能性がある。新規な金属合金中の窒素含有量が多すぎると、新規な金
属合金の延性を許容できないほどに低下させる原因となり、この結果、ステントを形成お
よび／または使用する際に、有用なまたは所望の金属合金の１つ以上の物理的特性に悪影
響を与える始める可能性がある。１つの非限定的な配合においては、新規な金属合金は、
約０．００１重量％未満の窒素を含んでいる。別の非限定的な配合においては、新規な金
属合金は、約０．０００８重量％未満の窒素を含んでいる。さらに別の非限定的な配合に
おいては、新規な金属合金は、約０．０００４重量％未満の窒素を含んでいる。さらに別
の非限定的な配合においては、新規な金属合金は、約３０ｐｐｍ未満の窒素を含んでいる
。さらに別の非限定的な配合においては、新規な金属合金は、約２５ｐｐｍ未満の窒素を
含んでいる。さらに別の非限定的な配合においては、新規な金属合金は、約１０ｐｐｍ未
満の窒素を含んでいる。さらに別の非限定的な配合においては、新規な金属合金は、約５
ｐｐｍ未満の窒素を含んでいる。理解できるように、新規な金属合金中に他の量の窒素が
存在してもよい。新規な金属合金中の炭素、酸素および窒素の関係もまた重要であると考
えられている。新規な金属合金中の窒素含有量は、炭素または酸素の含有量よりも少なく
すべきであると考えられている。１つの非限定的な配合においては、炭素対窒素の原子比
は少なくとも約２：１（すなわち、重量比で約１．７１：１）である。別の非限定的な配
合では、炭素対窒素の原子比は少なくとも約３：１（すなわち、重量比で約２．５７：１
）である。さらに別の非限定的な配合では、炭素対窒素の原子比は約４～１００：１（す
なわち、重量比で約３．４３～８５．７：１）である。さらに別の非限定的な配合では、
炭素対窒素の原子比は約４～７５：１（すなわち、重量比で約３．４３～６４．３：１）
である。さらに別の非限定的な配合では、炭素対窒素の原子比は約４～５０：１（すなわ
ち、重量比で約３．４３～４２．８５：１）である。さらに別の非限定的な配合では、炭
素対窒素の原子比は約４～３５：１（すなわち、重量比で約３．４３～３０：１）である
。さらに別の非限定的な配合では、炭素対窒素の原子比は約４～２５：１（すなわち、重
量比で約３．４３～２１．４３：１）である。別の非限定的な配合では、酸素対窒素の原
子比は少なくとも約１．２：１（すなわち、重量比で約１．３７：１）である。別の非限
定的な配合では、酸素対窒素の原子比は少なくとも約２：１（すなわち、重量比で約２．
２８：１）である。さらに別の非限定的な配合では、酸素対窒素の原子比は約３～１００
：１（すなわち、重量比で約３．４２～１１４．２：１）である。さらに別の非限定的な
配合では、酸素対窒素の原子比は少なくとも約３～７５：１（すなわち、重量比で約３．
４２～８５．６５：１）である。さらに別の非限定的な配合では、酸素対窒素の原子比は
少なくとも約３～５５：１（すなわち、重量比で約３．４２～６２．８１：１）である。
さらに別の非限定的な配合では、酸素対窒素の原子比は少なくとも約３～５０：１（すな
わち、重量比で約３．４２～５７．１：１）である。
【００４４】
　本発明の別のおよび／または代替の非限定的な態様においては、新規な金属合金は、少
なくとも部分的に新規な金属合金から形成される場合、ステントに大きな影響を与えるい
くつかの物理的特性を有する。本発明の非限定的な一実施形態においては、ステントを形
成するために用いられる新規な金属合金チューブの平均硬度は、一般に、華氏７７度で、
少なくとも約６０（ＨＲＣ）である。本実施形態の１つの非限定的な態様においては、ス
テントを形成するために用いられる新規な金属合金チューブの平均硬度は、一般に、華氏
７７度で、少なくとも約７０（ＨＲＣ）であり、典型的には、華氏７７度で、約８０～１
００（ＨＲＣ）である。本発明の別のおよび／または代替の非限定的な実施形態において
は、ステントを形成するために用いられる新規な金属合金の平均極限引張強度は、一般に
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、少なくとも約６０ＵＴＳ（ｋｓｉ）である。本実施形態の非限定的な態様においては、
ステントを形成するために用いられる新規な金属合金の平均極限引張強度は、一般に、少
なくとも約７０ＵＴＳ（ｋｓｉ）、典型的には、約８０～１５０ＵＴＳ（ｋｓｉ）、より
典型的には、約１００～１５０ＵＴＳ（ｋｓｉ）である。本発明のさらに別のおよび／ま
たは代替の非限定的な実施形態では、ステントを形成するために用いられる新規な金属合
金の平均降伏強度は、少なくとも約７０ｋｓｉである。本実施形態の１つの非限定的な態
様では、ステントを形成するために用いられる新規な金属合金の平均降伏強度は、少なく
とも約８０ｋｓｉ、典型的には約１００～１４０（ｋｓｉ）である。本発明のさらに別の
およびまたは代替の非限定的な実施形態では、ステントを形成するために用いられる新規
な金属合金の平均粒径は、５ＡＳＴＭより大きい（例えば、ＡＳＴＭＥ１１２～９６）。
新規な金属合金の粒径が小さい場合、ステントを形成、圧着および／または拡張可能にす
る際に有用な、所望の伸びおよび延性を有することができる。本実施形態の１つの非限定
的な態様では、ステントを形成するために用いられる新規な金属合金の平均粒径は、約５
．２～１０ＡＳＴＭ、典型的には約５．５～９ＡＳＴＭ、より典型的には、約６～９ＡＳ
ＴＭ、さらにより典型的には約６～８ＡＳＴＭ、さらにより典型的には、約６～７ＡＳＴ
Ｍ、さらにより典型的には、約６．５～７ＡＳＴＭである。本発明のさらに別のおよび／
または代替の非限定的な実施形態では、ステントを形成するために用いられる新規な金属
合金の平均引張伸びは、少なくとも約２５％である。新規な金属合金に対して少なくとも
２５％の平均引張伸びは、体通路の治療部位に位置合わせする際にステントを適切に拡張
可能にするために重要である。少なくとも約２５％の平均引張伸びを有さないステントは
、ステントの形成、圧着および／または拡張中に、微小クラックおよび／または破断を発
生する可能性がある。本実施形態の１つの非限定的な態様においては、ステントを形成す
るために用いられる新規な金属合金の平均引張伸びは、約２５～３５％である。合金の所
望の純度および組成並びに、新規な金属合金の所望の粒径を達成することと併せて、新規
な金属合金中のレニウム含有量の固有の組み合わせにより、１）ステントが、ほぼ室温で
所望の高い延性を有し、２）ステントが所望の量の引張伸びを有し、３）均一または固溶
体の金属合金が高い放射線不透過性を有し、４）金属合金チューブが、ステントを形成す
るような寸法とされ、および／または切断されるときに、金属合金チューブの微小クラッ
クの形成および／または破壊を低減または防止し、５）ステントが、バルーンおよび／ま
たは体通路に挿入するための他の種類のステントに圧着されるときに、ステントの微小ク
ラックの形成および／または破壊を低減または防止し、６）ステントが体通路内で曲げら
れおよび／または拡張するときに、ステントの微小クラックの形成および／または破損を
低減または防止し、７）ステントが所望の極限引張強さと降伏強度を有し、８）ステント
が極めて薄い管厚を有することができ、且つ、依然として、ステントが拡張したときに、
体通路を開いた状態で保持するのに必要な所望の半径方向力を有し、および／または９）
ステントが送達システムに圧着および／または体通路内で拡張するときに、ステントは反
跳がより少ない、結果を得ることができる。
【００４５】
　本発明の別のおよび／または代替の非限定的な態様においては、ステントに新規な金属
合金を用いることによって、ステンレス鋼またはクロムコバルト合金と比較して、ステン
トの強度を増すことができ、この結果、ステントにおいてより少量の新規な金属合金を用
いて、異なる金属から形成されたステントと比較して、同様の強度を達成することができ
る。したがって、結果とし得られるステントは、ステントの強度と延性を犠牲にすること
なく、新規な金属合金を用いることによって、より小型で、よりかさばらなくすることが
できる。このようなステントは、より小さいプロファイルを有することができ、この結果
、より小さい部位、開口および／または通路に挿入することができる。新規な金属合金は
またステントの半径方向強度も高めることができる。例えば、ステントの壁部および／ま
たはステントを形成するのに用いられるワイヤの太さをより細くし、ステンレス鋼または
コバルトクロム合金からできた、より厚肉のステントと比較して、同様のまたは改善され
た半径方向強度を達成することができる。新規な金属合金はまた、ステントの応力ひずみ
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特性、可屈曲性および柔軟性を向上させることができ、したがってステントの寿命を延ば
す。例えば、ステントは、ステントを湾曲させる領域内で用いることができる。新規な金
属合金からのステントの物理的特性を改善することによって、ステントは、このように頻
繁に湾曲する環境下で、改善された耐破壊性を有する。これに加えて、あるいは代替的に
、新規な金属合金を用いることで改善されたステントの可屈曲性および柔軟性によって、
ステントを、体通路により容易に挿入することができる。新規な金属合金はまた、ステン
トの圧着および／または拡張中に反跳の度合い低減することができる。例えば、ステント
は、新規な金属合金を用いることで、ステントの圧着形態をより良好に維持し、および／
または拡張後は、ステントの拡張形態をより良好に維持する。したがって、ステントが圧
着されて、ステントが送達デバイスに取り付けられるとき、ステントを体通路に挿入して
いる間、ステントはそのより小さいプロファイルをより良好に維持する。また、ステント
を治療部位において成功しやすくするために、ステントは、拡張後にステントの拡張した
プロファイルをより良好に維持する。新規な金属合金を用いることによって改善されたス
テントの物理的特性に加えて、新規な金属合金は、例えばステンレス鋼またはコバルトク
ロム合金などの標準的な材料と比べて、改善された放射線不透過性を有し、その結果、ス
テントにマーカー物質を用いる必要性を低減または除去する。例えば、新規な金属合金は
、ステンレス鋼またはコバルトクロム合金よりも、少なくとも約１０～２０％放射線不透
過性が高い。具体的には、新規な金属合金は、コバルトクロム合金よりも少なくとも約３
３％放射線不透過性が高く、ステンレス鋼よりも少なくとも約４１．５％放射線不透過性
が高い。
【００４６】
　本発明のさらに別のおよび／または代替の非限定的な態様では、新規な金属合金から少
なくとも部分的に形成されたステントは、様々な製造方法によって形成することができる
。本発明の非限定的な一実施形態では、ステントは、新規な金属合金のロッドまたはチュ
ーブから形成することができる。新規な金属合金の中実のロッドを形成する場合、ロッド
を切断または穴を空け（例えば、ガンドリル、ＥＤＭなど）、ロッド全体にわたって部分
的にまたは完全に、空洞または通路を形成することができる。ロッドまたはチューブは、
金属チューブの所望の断面積または直径および／または管厚を得るために、洗浄、研磨、
アニーリング、引き抜き加工することなどができる。金属チューブが所望の断面積または
直径および管厚に形成された後に、金属チューブは、例えば、これらに限定されないが、
レーザ切断、エッチングなどの方法によって、ステントに形成することができる。ステン
トが形成された後に、ステントを最終的に処理するために、ステントを洗浄、研磨、殺菌
などしてもよい。理解できるように、新規な金属合金から少なくとも部分的にステントを
形成するために、他のまたは追加の処理ステップを用いることができる。
【００４７】
　本発明の１つの非限定的な目的は、従来の材料から形成可能であるか、または、従来の
材料よりも低延性の新しい材料を含むことが可能なステントを提供することである。
【００４８】
　本発明の別のおよび／または追加の非限定的な目的は、処置の成功率が改善されたステ
ントを提供することである。
【００４９】
　本発明のさらに別のおよび／または追加の非限定的な目的は、ステントの物理的特性を
改善した材料から形成されるステントを提供することである。
【００５０】
　本発明のさらに別のおよび／または追加の非限定的な目的は、製造するのに簡単で低コ
ストのステントを提供することである。
【００５１】
　本発明のさらに別のおよび／または追加の非限定的な目的は、ヒンジ点のうちの少なく
とも１つにおいて、および、ステントのストラットのうちの少なくとも１つの長さに沿っ
て、変形を生じさせることが可能なステントを提供することである。
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【００５２】
　本発明の別のおよび／または追加の非限定的な目的は、ヒンジ点における最大応力を低
減し、ヒンジ点のうちの少なくとも１つから外に応力を分散するステントを提供すること
である。
【００５３】
　本発明のさらに別のおよび／または追加の非限定的な目的は、より柔軟なステントを提
供することである。
【００５４】
　本発明のさらに別のおよび／または追加の非限定的な目的は、ステント上の１つ以上の
ストラットの長さの少なくとも一部に沿って、波形パターンを含むステントを提供するこ
とである。
【００５５】
　本発明のさらに別のおよび／または追加の非限定的な目的は、ストラットリング間の長
い連結部の必要性を低減するステントを提供することである。
【００５６】
　本発明の別のおよび／または追加の非限定的な目的は、ステントの所与の長さに配置さ
れるより多くのリングを含むステントを提供することである。
【００５７】
　本発明のさらに別のおよび／または追加の非限定的な目的は、空き領域を小さくし、ス
テントの半径方向力を増すステントを提供することである。
【００５８】
　本発明のさらに別のおよび／または追加の非限定的な目的は、ストラット間のヒンジの
うちの少なくとも１つにおける歪みを低減するステントを提供することである。
【００５９】
　本発明のさらに別のおよび／または追加の非限定的な目的は、ストラットのうちの少な
くとも１つの長さに沿って、ストラットの幅のうちの少なくとも１つを低減して、ステン
トを最も細い領域で湾曲させる、ステントを提供することである。
【００６０】
　本発明の別のおよび／または追加の非限定的な目的は、コネクタのうちの少なくとも１
つの長さに沿って、コネクタの幅のうちの少なくとも１つを小さくし、これによりステン
トを最も細い領域で湾曲させる、ステントを提供することである。
【００６１】
　本発明のさらに別のおよび／または追加の非限定的な目的は、１つ以上のコネクタの長
さの少なくとも一部に沿って波形パターンのうちの少なくとも１つを備えるステントを提
供することである。
【００６２】
　本発明の別のおよび／または追加の非限定的な目的は、ステントの１つ以上のストラッ
トの少なくとも一部の上に、１つ以上の凹部および／またはくぼみを含むステントを提供
することである。
【００６３】
　本発明のさらに別のおよび／または代替の非限定的な目的は、１つ以上の化学薬剤を含
むステントを提供することである。
【００６４】
　これらおよびその他の利点は、添付の図面と共に示される本明細書の説明を読みおよび
理解することによって、当業者には明らかとなる。
【００６５】
　次に、図面を参照する。図面は、本発明が、物理的形態並びに特定の部品および部品の
配置を取り得る様々な実施形態を示している。
【図面の簡単な説明】
【００６６】
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【図１】本発明による、体通路内にステントを送達することを可能にする、ステントが拡
張していない形態にある、ステントの一部の斜視図である。
【図２】管状形態に巻かれる前の図１のステントの平面図である。
【図３】図１のステントの一部の拡大図である。
【図４】本発明によるステントの一部の拡大図である。
【図５】本発明によるステントの一部の拡大図である。
【図６】本発明によるステントの一部の拡大図である。
【図７】本発明によるステントの一部の拡大図である。
【図８】本発明によるステントの一部の拡大図である。
【図９】本発明によるステントの一部の拡大図である。
【図１０】本発明による、管状形態に巻かれる前のステントの平面図である。
【図１１】本発明によるステントの一部の拡大図である。
【図１２】本発明によるステントの一部の拡大図である。
【図１３】本発明によるステントの一部の拡大図である。
【図１４】本発明によるステントの一部の拡大図である。
【発明を実施するための形態】
【００６７】
　次に、本発明の実施形態を説明する目的で示す（ただし、本発明を限定する目的ではな
い）図面を参照する。図１～１０は体通路内で使用するためのステントの形態のステント
を示している。ステントは心臓血管領域において特に有用であるが、ステントは、例えば
、これらに限定されないが、整形外科領域、心臓病学領域、肺臓学領域、泌尿器学領域、
腎臓病学領域、胃腸病学領域、婦人科学領域、耳鼻咽喉科学領域、または他の外科領域な
どの他の医療分野において使用できる。これに加えて、あるいは代替的に、ステントは１
つのステントの形態に限定されることはなく、多くの他の形態（例えば、ステップル、整
形外科用インプラント、弁、血管インプラント、ペースメーカ、脊柱インプラント、ガイ
ドワイヤー、釘、ロッド、ネジなど）であってもよい。
【００６８】
　ステントが血管用途で使用される場合、ステントを用いて、例えば、これらに限定され
ないが、血圧制御、血小板粘着、血小板凝集、平滑筋細胞増殖、血管合併症、創傷、心筋
梗塞、肺血栓塞栓症、脳血栓塞栓症、静脈血栓症、血小板減少症または出血性疾患におけ
る急性心筋梗塞、アテローム性動脈硬化、血栓症、高血圧に関連する、再狭窄、アテロー
ム性動脈硬化、アテローム発生、アンギナ、虚血性疾患、鬱血性心不全または肺水腫とい
った、様々な医療問題に対処できる。
【００６９】
　図１に示すように、ステント２０は拡張型ステントの形態であり、第１端３２および第
２端３４を有する少なくとも１つの管形状の本体部３０と、第１端と第２端との間の配置
されたストラット４０およびコネクタ５０とを含む。理解できるように、ステントは単一
本体部または一体の結合された複数の本体部から形成することもできる。本体部３０は、
本体部を体通路内に送り込むことを可能にする第１直径を有する。本体部の第１直径は、
本体部の長手方向長さに沿ってほぼ一定であるように示されている。理解できるように、
本体部は、本体部の長手方向長さの一部分に沿って変化する第１直径は有することもでき
る。本体部はまた、図示していないが、第２の拡張した直径を有する。第２直径は、典型
的には、寸法が変わるが、第２直径は寸法可変ではない。ステントは、バルーンによって
などの様々な方法で拡張できる。バルーン拡張型ステントは、典型的には、血管形成術用
バルーンカテーテルに事前取り付けまたは圧着される。次に、バルーンカテーテルはガイ
ドワイヤーを介して患者体内に位置決定される。ステントが正しく位置合わせされると、
バルーンカテーテルはステント拡張のための適切な圧力にまで膨張する。ステントが拡張
した後、バルーンカテーテルは収縮して引き抜かれ、ステントを治療部位に展開した状態
で残す。ステントの１つ以上の表面は、全体に滑らかな表面を有するように処理されても
よいが、これは必須ではない。一般に、ステントの１つ以上の端部は、やすり仕上げ、研
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磨、研削、コーティングなどによって処理され、粗面および／または鋭い表面の数を除去
または低減されるが、これは必須ではない。端部を平滑表面にすることにより、ステント
が体通路内で位置合わせおよび／または拡張されるときに、周辺組織を損傷する可能性を
低減できる。
【００７０】
　図１に示すステントは、典型的は、体通路内の疾患部位に挿入され、疾患部位を拡張し
て体通路を通る良好なまたは適切な流体流れを可能にするように設計されている。しかし
、ステントを他のまたは追加の理由のために使用することもできる。１つの特定の非限定
的な例においては、ステントは閉塞血管を開くために用いることができる。ステントは、
１つ以上の薬剤を含むか、および／または薬剤と共に使用され、ステントが血管内に挿入
された後の、再狭窄、ステント内再狭窄、血管狭窄および／または再狭窄を抑制すること
ができる。しかし、これは必須ではない。薬剤が使用される場合、１つ以上の薬剤を同様
にまたは代替的に使用して、血管から脂質、線維芽細胞、線維素などを除去および／また
は溶解することにより、ステント領域および／またはステントの下流におけるこのような
物質の堆積した血管を少なくとも部分的に清浄化できる。理解できるように、薬剤が使用
される場合、１つ以上の薬剤は追加または他の機能を有してもよい。
【００７１】
　ステントは様々な材料（例えば、金属、ポリマーなど）で形成することができる。図１
に示すステントの特定構成は、ステンレス鋼またはコバルト合金など従来の材料に比べて
、高強度および低延性を有する材料において用いることができる。しかし、これは必須で
はない。ステンレス鋼またはコバルト合金より低い延性を有する金属合金の１つの非限定
的な例は、ＭｏとＲｅの合金である。ステントは、典型的には、ステントの全長にわたっ
て均一材料から形成されるが、これは必須ではない。
【００７２】
　再度図１を参照すると、ステントは体通路の閉塞部分を少なくとも部分的に開くために
使用できる、拡張型ステントの形態である。しかし、ステントは他のまたは追加の用途を
有することができる。例えば、拡張型ステントは、例えば、これらに限定されないが、１
）経腔的再疎通によって開かれる閉塞血管系内の支持配置ステント（内部支持体がないと
崩壊する可能性がある）、２）手術不能の癌により閉塞された縦隔静脈および／または他
の静脈を通るカテーテル通路の形成、３）門脈高血圧患者の門脈および／または肝静脈間
の肝臓内通路を形成するカテーテルの強化、４）食道、腸、尿管および／または尿道の狭
窄部の支持配置ステント、および／または、５）再び開かれるおよび前に閉塞された胆管
の支持強化ステント、として使用できる。このように、用語「ステント」は、様々な体通
路内における前述または他の使用方法を含むが、さらに、体通路を拡張するための用途も
含む。ステントは、例えば、これらに限定されないが、バルーン送達、シースカテーテル
送達などの方法によって、体通路内に埋め込むか、または配置できる。
【００７３】
　ステントは、例えば、これらに限定されないが、レーザ切断、エッチング、ＥＤＭ，ワ
イヤ溶接、圧着加工、アニーリング、圧伸成形、ピルガリング、電解めっき、電解研磨、
化学研磨、クリーニング、酸洗い、イオンビーム蒸着または注入、スパッタコーティング
、真空蒸着、微細電気機械製造方法などの、１つ以上の方法（プロセス）によって形成で
きる。ステントが形成および／または切断されると、ステントをさらに処理することがで
きるが、これは必須ではない。１つ以上の処理には、これらに限定されないが、１）ステ
ントを電界研磨すること、２）ステントの１つ以上の表面を処理して、全体に平滑な表面
を生成すること（例えば、やすり仕上げ、バフ磨き、研磨、研削、コーティングなど）、
３）ステントを１つ以上の薬剤で少なくとも部分的にコーティングすること、４）ステン
トを１つ以上のポリマーで少なくとも部分的にコーティングすること、５）ステントの１
つ以上の部分上に１つ以上の表面構造体および／または微細構造体を形成すること、およ
び／または、６）ステントの１つ以上の部分上に１つ以上のマーカーを挿入すること、を
含む。
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【００７４】
　次に、図２および３を参照すると、ステント２０は複数のストラット４０のリング６０
によって形成されている。ストラットのリングは複数のコネクタ５０によって一体に結合
されている。ストラットの各リング６０は複数のストラットにより形成されている。図３
に詳細に示すように、ストラットの大部分（全てではない）はそれぞれ、第１の略直線部
分４２と、波形部分４４と、第２の略直線部分４６と、エルボーまたはヒンジ部分４８と
を含む。波形部分４４は、３つの略直線部分７０と２つの湾曲部分７２とから形成されて
いる。理解できるように、１つ以上の略直線部分は湾曲していてもよい。また理解できる
ように、ストラットは略直線部分または略湾曲部分の使用を除去してもよく、または、１
つ以上のストラットは、３つ以上の略直線部分または略湾曲部分を有することもできる。
さらに理解できるように、各ストラットは２つ以上の波形部分を含むことができる。さら
に理解できるように、ストラットの１つ以上の波形部分は、３つ以上の略湾曲部分を含む
こともできる。さらに理解できるように、１つ以上の波形部分４４は４つ以上の略直線部
分７０から形成することができる。さらに理解できるように、１つ以上の波形部分４４上
の１つ以上の略直線部分７０は非直線状であってもよい。コネクタ５０は、２つの異なる
ストラットのエルボー部分に接続されて示されている。コネクタはまた、３つの略直線部
分５２と２つの湾曲部分５４から形成される波形部分として示されている。理解できるよ
うに、１つ以上のコネクタは２つ以上の波形部分を含むことができる。また理解できるよ
うに、コネクタの１つ以上の波形部分は３つ以上の湾曲部分を含むことができる。さらに
理解できるように、コネクタの１つ以上の波形部分は４つ以上の略直線部分から形成でき
る。さらに理解できるように、コネクタの１つ以上の略直線部分は非直線であってもよい
。また理解できるように、コネクタは１つ以上の波形部分と併せて、１つ以上の略直線部
分または略湾曲部分を含むことができる。コネクタ５０の幅は、典型的には、ストラット
４０の幅より狭い（例えば、コネクタの最大幅はストラットの最大幅より狭く、コネクタ
の湾曲部分の幅はストラットの略直線部分の幅より狭いなど）。しかし、これは必須では
ない。コネクタ５０の幅は均一でもよく、またはコネクタの特定領域において変化しても
よい（例えば、湾曲部分の幅は略直線部分の幅より狭いなど）。ステントのこの新規な設
計により、ステントの拡張の間において、ストラットのエルボー部分でおよびストラット
の長さに沿って、ステントの変形が発生し、これによりエルボー部分における最大応力を
低減させ、この結果、応力をエルボー部分から外に分散させる。応力の分散は、部分的に
は、ストラットに波形部分４４を用いることによって達成される。ストラットの波形部分
によって、ステントはより柔軟になる。コネクタ５０の長さはまた、必要に応じて、ステ
ントの柔軟性を低減することなく短縮されてもよい。長さを短縮したコネクタを使用して
、ステントの長さ当たりのストラットのリングの増加に対応することができ、これにより
、ステントの本体の空き空間を減少し、および／またはステントの半径方向強度を増すこ
とができる。ストラットに波形部分を用いることにより、また、拡張後のステントの短縮
を減少できる。
【００７５】
　次に、図４～９および１１～１４を参照すると、本発明の様々な変更形態が示されてい
る。図４は、コネクタ５０を略直線構造体として示している。図５および７は、コネクタ
５０を、２つのストラット４０の波形部分４４に結合された略直線構造体として示してい
る。図６および８は、コネクタ５０を、２つのストラット４０の波形部分４４に結合され
た波状構造体として示している。理解できるように、コネクタの一端は１つのストラット
の波形部分に結合でき、コネクタの他端は別のストラットの直線部分またはエルボー部分
に結合できる。この構成においては、コネクタは略直線、波状などであってもよい。また
理解できるように、コネクタの一端は１つのストラットの略直線部分に結合でき、コネク
タの他端は別のストラットの直線部分、波形部分またはエルボー部分に結合できる。この
構成においては、コネクタは略直線、波状などであってもよい。
【００７６】
　次に図９を参照すると、ストラット４０は、ストラットの一部に沿って変化する幅を有
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して示されている。図９はまた、コネクタの一部に沿って変化する幅を有するコネクタ５
０を示している。コネクタおよび／またはストラットの幅の変化は、コネクタおよび／ま
たはストラット上の１つ以上の位置で生じてもよい。理解できるように、１つ以上のスト
ラットの幅が一定幅を維持する一方で、ステント上の１つ以上のコネクタの幅が変化して
もよい。また理解できるように、１つ以上のコネクタの幅が一定幅を維持する一方で、ス
テント上の１つ以上のストラットの幅が変化してもよい。さらに理解できるように、図９
の１つ以上のストラットは波形部分を含むことができ、および／または、１つ以上のコネ
クタは略直線であってもよい。
【００７７】
　次に図１１を参照すると、ストラット４０の湾曲頂端８０は、ストラットの外側端部ま
たは上面に少なくとも１つのくぼみ８２を含む。くぼみは、ステントの拡張および／また
は収縮の間における頂端の湾曲を容易にし、および／または、ステントの拡張および／ま
たは収縮の間において頂端が湾曲するときの、頂端の応力を再分散するために設計されて
いる。理解できるように、１つ以上のまたは全てのくぼみ８２はストラットの裏側または
内側端部に配置できるが、これは必須ではない。図示されたコネクタ５０は波形部分を有
する。ストラット４０はまた、波形部分を含んで示されている。
【００７８】
　次に図１２を参照すると、ストラット４０の湾曲頂端８０は、ストラットの裏側または
内側端部に少なくとも１つの凹部８４を含む。凹部は、ステントの拡張および／または収
縮の間において頂端が湾曲するときの、頂端の応力を再分散するために設計されている。
理解できるように、１つ以上または全ての凹部８４は、ストラットの外側端部または上面
に配置できるが、これは必須ではない。図１２に示すように、凹部の両側の領域は、スト
ラットの平均幅より細い、細い領域８５であってもよい。これらの細い領域は必須ではな
い。細い領域は、この領域が用いられるとき、凹部の片側または両側にあってもよい。コ
ネクタ５０は波形部分を有して示されている。ストラット４０もまた、波形部分を有して
示されている。
【００７９】
　次に図１３参照すると、ストラット４０の湾曲頂端８０は、ストラットの外側端部また
は上面の少なくとも１つのくぼみ８２と、ストラットの裏側または内側端部の少なくとも
１つの凹部８４とを含む。くぼみは、ステントの拡張および／または収縮の間における頂
端の湾曲を容易にし、および／または、ステントの拡張および／または収縮の間において
頂端が湾曲するときの、頂端の応力を再分散するために設計されている。凹部は、ステン
トの拡張および／または収縮の間において頂端が湾曲するときの、頂端の応力を再分散す
るために設計されている。凹部とくぼみを組み合わせて用いることにより、ステントの拡
張および／または収縮の間におけるストラットの頂端の湾曲の容易性を改善し、および／
または、ステントの拡張および／または収縮の間において頂端が湾曲するときの、頂端の
応力の再分散を改善することができる。１つの凹部およびくぼみが１つ以上のストラット
の頂端に含まれる場合、凹部およびくぼみは一般に、相互に頂端の両側で、相互に頂端の
正反対側に位置するが、これは必須ではない。理解できるように、ストラットの頂端のく
ぼみおよび凹部の数は同一または異なっていてもよい。異なる数のくぼみおよび凹部が頂
端に含まれる場合、一般に、凹部およびくぼみは、相互に頂端の正反対側に位置するか、
または存在しない。しかし、これは必須ではない。理解できるように、くぼみ８２の１つ
以上または全てが、ストラットの裏側または内側端部に位置してもよいが、これは必須で
はない。また理解できるように、凹部８４の１つ以上または全てが、ストラットの外側端
部または上面に位置してもよいが、これは必須ではない。図１３に示すように、凹部の両
側の領域は、ストラットの平均太さより細い、細い領域８５であってもよい。これらの細
い領域は必須ではない。細い領域は、この領域が用いられるとき、凹部の片側または両側
にあってもよい。コネクタ５０は波形部分を有して示されている。ストラット４０もまた
、波形部分を有して示されている。
【００８０】
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　次に図１４を参照すると、ストラット４０の湾曲頂端８０は、ストラットの外側端部ま
たは上面の少なくとも１つのスロット８６と、ストラットの裏側または内側端部の少なく
とも１つの凹部８４とを含む。スロットは、ステントの拡張および／または収縮の間にお
ける頂端の湾曲を容易にし、および／または、ステントの拡張および／または収縮の間に
おいて頂端が湾曲するときの、頂端の応力を再分散するために設計されている。スロット
のこの設計により、スロットはステントの収縮の間における頂端の湾曲を容易にする。ス
テントの拡張の間は、スロットの両側が相互に係合し、これにより頂端のさらなる拡張を
妨げるまで、スロットは、頂端の拡張により部分的に頂端の湾曲を容易にする。凹部は、
ステントの拡張および／または収縮の間において頂端が湾曲するときの、頂端の応力を再
分散するために設計されている。スロットとくぼみを組み合わせて用いることにより、ス
テントの拡張および／または収縮の間におけるストラットの頂端の湾曲の容易性を改善し
、および／または、ステントの拡張および／または収縮の間において頂端が湾曲するとき
の、頂端の応力の再分散を改善することができる。１つの凹部およびスロットが１つ以上
のストラットの頂端に含まれる場合、凹部およびスロットは一般に、相互に頂端の両側で
、相互に頂端の正反対側に位置するが、これは必須ではない。理解できるように、ストラ
ットの頂端のスロットおよび凹部の数は同一または異なっていてもよい。異なる数のスロ
ットおよび凹部が頂端に含まれる場合、一般に、凹部およびスロットは、相互に頂端の正
反対側に位置するか、または存在しない。しかし、これは必須ではない。理解できるよう
に、スロット８６の１つ以上または全てが、ストラットの裏側または内側端部に位置して
もよいが、これは必須ではない。また理解できるように、凹部８４の１つ以上または全て
が、ストラットの外側端部または上面に位置してもよいが、これは必須ではない。図１４
に示すように、凹部の両側の領域は、ストラットの平均太さより細い、細い領域８５であ
ってもよい。これらの細い領域は必須ではない。細い領域は、この領域が用いられるとき
、凹部の片側または両側にあってもよい。コネクタ５０は波形部分を有して示されている
。ストラット４０もまた、波形部分を有して示されている。
【００８１】
　図１０を参照すると、別のステント２０が示されている。ステントは複数のストラット
４０のリング６０によって形成されている。ストラットのリングは複数のコネクタ５０に
よって一体に結合されている。ストラットの各リング６０は複数のストラットにより形成
されている。ストラットの大部分（全てではない）はそれぞれ、第１の略直線部分４２と
、波形部分４４と、第２の略直線部分４６と、エルボーまたはヒンジ部分４８とを含む。
コネクタ５０の幅は、典型的には、ストラット４０の幅より狭い（例えば、コネクタの最
大幅はストラットの最大幅より狭く、コネクタの湾曲部分の幅はストラットの略直線部分
の幅より狭いなど）。しかし、これは必須ではない。コネクタ５０の幅は均一でもよく、
またはコネクタの特定領域において変化してもよい（例えば、湾曲部分の幅は略直線部分
の幅より狭いなど）。ステントのこの新規な設計により、ステントの拡張の間において、
ストラットのエルボー部分でおよびストラットの長さに沿って、ステントの変形が発生し
、これによりエルボー部分における最大応力を低減させ、この結果、応力をエルボー部分
から外に分散させる。応力の分散は、部分的には、ストラットに波形部分４４を用いるこ
とによって達成される。ストラットの波形部分によって、ステントはより柔軟になる。コ
ネクタ５０の長さはまた、必要に応じて、ステントの柔軟性を低減することなく短縮され
てもよい。長さを短縮したコネクタを使用して、ステントの長さ当たりのストラットのリ
ングの増加に対応することができ、これにより、ステントの本体の空き空間を減少し、お
よび／またはステントの半径方向強度を増すことができる。ステントに波形部分を用いる
ことにより、また、拡張後のステントの短縮を減少できる。
【００８２】
　図２および１０に示すステントは、様々な長さを有することができる。一般に、長さは
体通路内のステントの装着位置に依存する。ストラット対コネクタの最大幅比は少なくと
も約１．２：１であり、典型的には少なくとも約１．５：１であり、より典型的には約１
．５～４：１であり、さらにより典型的には約１．６～２．５：１である。例えば、約０
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．６～０．７インチの長さのステントは、約０．００２２～０．００４５インチの平均ス
トラット幅と、約０．００１２～０．００３インチの平均コネクタ幅とを有することがで
きる。前述のように、ステントの１つ以上のストラットおよび／または１つ以上のコネク
タの幅は、ストラットおよび／またはコネクタの長さに沿って変化してもよい。最大幅と
最小幅との間でこのように変化する幅の幅比は、約１．０１～４：１、典型的には約１．
０２～２．５：１、より典型的には約１．０５～１．８：１である。理解できるように、
ストラットおよび／またはコネクタの長さに沿った幅の変化は、ａ）ストラットおよび／
またはコネクタの長さに沿って、徐々に増加または減少する、ｂ）ストラットおよび／ま
たはコネクタの長さに沿って、急激に増加または減少する、ｃ）ストラットおよび／また
はコネクタの長さに沿って増加し、その後１回以上減少する、ｄ）ストラットおよび／ま
たはコネクタの長さに沿って減少し、その後１回以上増加する、などであってもよい。
【００８３】
　したがって、前述の目的は、上記の説明から明らかにされた目的の中で、効果的に達成
されることは理解される。本発明の精神および範囲から逸脱することなく、前述の構成に
おいて構造特定の変更がなされてもよいことから、上記説明に含まれ、添付図面に示され
る全ての主題は、例示目的であり、限定を意味しないと解釈されるべきである。本発明は
、好ましい実施形態および代替的実施形態を参照して説明している。修正形態および変更
形態は、本明細書に記載された本発明の詳細な説明を読んで理解した当業者には明らかで
ある。本発明はこのような修正形態および変更形態を、それらが本発明の範囲内にある限
り、全て包含するものとする。以下の特許請求の範囲は、本明細書に記載した本発明の全
ての一般的および特定の特徴と、本発明の範囲の全ての記述とを包含する（表現としては
、それらの間に入ると言ってもよい）ものとする。
【００８４】
［付記１］
　少なくとも２つのストラットと前記ストラットに一体に結合されたコネクタとを備える
、体通路内で使用するための拡張型医療用具であって、前記少なくとも２つのストラット
は相互に間隔を空けており、前記ストラットのうちの少なくとも１つはエルボー部分と波
形部分とを含む、拡張型医療用具。
［付記２］
　前記波形部分は前記エルボー部分に結合されている、付記１に記載の拡張型医療用具。
［付記３］
　前記波形部分は前記エルボー部分から間隔を空けている、付記１に記載の拡張型医療用
具。
［付記４］
　前記エルボー部分は少なくとも約９０°の曲率半径を有する、付記１に記載の拡張型医
療用具。
［付記５］
　前記エルボー部分は少なくとも約９０°の曲率半径を有する、付記２または３に記載の
拡張型医療用具。
［付記６］
　前記エルボー部分は約１００～３５０°の曲率半径を有する、付記４に記載の拡張型医
療用具。
［付記７］
　前記エルボー部分は約１００～３５０°の曲率半径を有する、付記５に記載の拡張型医
療用具。
［付記８］
　前記ストラットのうちの少なくとも１つは不均一な幅を有する、付記１に記載の拡張型
医療用具。
［付記９］
　前記ストラットのうちの少なくとも１つは不均一な幅を有する、付記２～７のいずれか
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一項に記載の拡張型医療用具。
［付記１０］
　前記ストラットのうちの少なくとも１つにおける前記エルボー部分は、不均一な幅を有
する、付記８に記載の拡張型医療用具。
［付記１１］
　前記ストラットのうちの少なくとも１つにおける前記エルボー部分は、不均一な幅を有
する、付記９に記載の拡張型医療用具。
［付記１２］
　前記ストラットのうちの少なくとも１つにおける前記波形部分は、不均一な幅を有する
、付記８に記載の拡張型医療用具。
［付記１３］
　前記ストラットのうちの少なくとも１つにおける前記波形部分は、不均一な幅を有する
、付記１０に記載の拡張型医療用具。
［付記１４］
　前記ストラットのうちの少なくとも１つにおける前記波形部分は、不均一な幅を有する
、付記１１に記載の拡張型医療用具。
［付記１５］
　前記コネクタは不均一な幅を有する、付記１に記載の拡張型医療用具。
［付記１６］
　前記コネクタは不均一な幅を有する、付記２～１４のいずれか一項に記載の拡張型医療
用具。
［付記１７］
　前記コネクタは波形部分を含む、付記１に記載の拡張型医療用具。
［付記１８］
　前記コネクタは波形部分を含む、付記２～１６のいずれか一項に記載の拡張型医療用具
。
［付記１９］
　前記コネクタの少なくとも一端は、前記ストラットの１つの前記エルボー部分に結合さ
れている、付記１に記載の拡張型医療用具。
［付記２０］
　前記コネクタの少なくとも一端は、前記ストラットの１つの前記エルボー部分に結合さ
れている、付記２～１８のいずれか一項に記載の拡張型医療用具。
［付記２１］
　前記コネクタの少なくとも一端は、前記ストラットの１つの前記波形部分に結合されて
いる、付記１に記載の拡張型医療用具。
［付記２２］
　前記コネクタの少なくとも一端は、前記ストラットの１つの前記波形部分に結合されて
いる、付記２～２０のいずれか一項に記載の拡張型医療用具。
［付記２３］
　前記医療用具はステントである、付記１に記載の拡張型医療用具。
［付記２４］
　前記医療用具はステントである、付記２～２２のいずれか一項に記載の拡張型医療用具
。
［付記２５］
　１つ以上の薬剤を含む、付記１に記載の拡張型医療用具。
［付記２６］
　１つ以上の薬剤を含む、付記２～２４のいずれか一項に記載の拡張型医療用具。
［付記２７］
　前記医療用具の少なくとも１つの構成要素は、モリブデン、レニウム、またはそれらの
複合物を含む、付記１に記載の拡張型医療用具。
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［付記２８］
　前記医療用具の少なくとも１つの構成要素は、モリブデン、レニウム、またはそれらの
複合物を含む、付記２～２６のいずれか一項に記載の拡張型医療用具。
［付記２９］
　少なくとも１つのストラットの頂端は、少なくとも１つの凹部、くぼみ、スロット、ま
たはそれらの組み合わせを含む、付記１に記載の拡張型医療用具。
［付記３０］
　少なくとも１つのストラットの頂端は、少なくとも１つの凹部、くぼみ、スロット、ま
たはそれらの組み合わせを含む、付記２～２８のいずれか一項に記載の拡張型医療用具。
［付記３１］
　前記頂端は、少なくとも１つのストラットの片側に少なくとも１つの凹部を含み、少な
くとも１つのストラットの反対側に少なくとも１つのくぼみ、スロット、またはそれらの
組み合わせを含む、付記２９に記載の拡張型医療用具。
［付記３２］
　前記頂端は、少なくとも１つのストラットの片側に少なくとも１つの凹部を含み、少な
くとも１つのストラットの反対側に少なくとも１つのくぼみ、スロット、またはそれらの
組み合わせを含む、付記３０に記載の拡張型医療用具。
［付記３３］
　前記頂端は、少なくとも１つのストラットにおける前記凹部の少なくとも片側に少なく
とも１つの細い領域を含む、付記２９に記載の拡張型医療用具。
［付記３４］
　前記頂端は、少なくとも１つのストラットにおける前記凹部の少なくとも片側に少なく
とも１つの細い領域を含む、付記３０または３２に記載の拡張型医療用具。
［付記３５］
　少なくとも２つのストラットと前記ストラットに一体に結合されたコネクタとを備える
、体通路内で使用するための拡張型医療用具であって、前記少なくとも２つのストラット
は相互に間隔を空けており、前記コネクタは波形部分を含む、拡張型医療用具。
［付記３６］
　前記ストラットはエルボー部分と波形部分とを含む、付記３５に記載の拡張型医療用具
。
［付記３７］
　前記ストラットにおける前記波形部分は前記エルボー部分に結合されている、付記３６
に記載の拡張型医療用具。
［付記３８］
　前記ストラットにおける前記波形部分は前記エルボー部分から間隔を空けている、付記
３６に記載の拡張型医療用具。
［付記３９］
　前記エルボー部分は少なくとも約９０°の曲率半径を有する、付記３５に記載の拡張型
医療用具。
［付記４０］
　前記エルボー部分は少なくとも約９０°の曲率半径を有する、付記３６から３８に記載
の拡張型医療用具。
［付記４１］
　前記エルボー部分は約１００～３５０°の曲率半径を有する、付記３９に記載の拡張型
医療用具。
［付記４２］
　前記エルボー部分は約１００～３５０°の曲率半径を有する、付記４０に記載の拡張型
医療用具。
［付記４３］
　前記ストラットのうちの少なくとも１つは不均一な幅を有する、付記３５に記載の拡張
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型医療用具。
［付記４４］
　前記ストラットのうちの少なくとも１つは不均一な幅を有する、付記３６から４２に記
載の拡張型医療用具。
［付記４５］
　前記ストラットのうちの少なくとも１つにおける前記エルボー部分は、不均一な幅を有
する、付記４３に記載の拡張型医療用具。
［付記４６］
　前記ストラットのうちの少なくとも１つにおける前記エルボー部分は、不均一な幅を有
する、付記４４に記載の拡張型医療用具。
［付記４７］
　前記ストラットのうちの少なくとも１つにおける前記波形部分は、不均一な幅を有する
、付記４３に記載の拡張型医療用具。
［付記４８］
　前記ストラットのうちの少なくとも１つにおける前記波形部分は、不均一な幅を有する
、付記４５に記載の拡張型医療用具。
［付記４９］
　前記ストラットのうちの少なくとも１つにおける前記波形部分は、不均一な幅を有する
、付記４６に記載の拡張型医療用具。
［付記５０］
　前記コネクタは不均一な幅を有する、付記３５に記載の拡張型医療用具。
［付記５１］
　前記コネクタは不均一な幅を有する、付記３６～４９のいずれか一項に記載の拡張型医
療用具。
［付記５２］
　前記コネクタの少なくとも一端は、前記ストラットの１つの前記エルボー部分に結合さ
れている、付記３５に記載の拡張型医療用具。
［付記５３］
　前記コネクタの少なくとも一端は、前記ストラットの１つの前記エルボー部分に結合さ
れている、付記３６～５１のいずれか一項に記載の拡張型医療用具。
［付記５４］
　前記コネクタの少なくとも一端は、前記ストラットの１つの前記波形部分に結合されて
いる、付記３５に記載の拡張型医療用具。
［付記５５］
　前記コネクタの少なくとも一端は、前記ストラットの１つの前記波形部分に結合されて
いる、付記３６～５３のいずれか一項に記載の拡張型医療用具。
［付記５６］
　前記医療用具はステントである、付記３５に記載の拡張型医療用具。
［付記５７］
　前記医療用具はステントである、付記３６～５５のいずれか一項に記載の拡張型医療用
具。
［付記５８］
　１つ以上の薬剤を含む、付記３５に記載の拡張型医療用具。
［付記５９］
　１つ以上の薬剤を含む、付記３６～５７のいずれか一項に記載の拡張型医療用具。
［付記６０］
　前記医療用具の少なくとも１つの構成要素は、モリブデン、レニウム、またはそれらの
複合物を含む、付記３５に記載の拡張型医療用具。
［付記６１］
　前記医療用具の少なくとも１つの構成要素は、モリブデン、レニウム、またはそれらの
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［付記６２］
　少なくとも１つのストラットの頂端は、少なくとも１つの凹部、くぼみ、スロット、ま
たはそれらの組み合わせを含む、付記３５に記載の拡張型医療用具。
［付記６３］
　少なくとも１つのストラットの頂端は、少なくとも１つの凹部、くぼみ、スロット、ま
たはそれらの組み合わせを含む、付記３６～６１のいずれか一項に記載の拡張型医療用具
。
［付記６４］
　前記頂端は、少なくとも１つのストラットの片側に少なくとも１つの凹部を含み、少な
くとも１つのストラットの反対側に少なくとも１つのくぼみ、スロット、またはそれらの
組み合わせを含む、付記６２に記載の拡張型医療用具。
［付記６５］
　前記頂端は、少なくとも１つのストラットの片側に少なくとも１つの凹部を含み、少な
くとも１つのストラットの反対側に少なくとも１つのくぼみ、スロット、またはそれらの
組み合わせを含む、付記６３に記載の拡張型医療用具。
［付記６６］
　前記頂端は、少なくとも１つのストラットにおける前記凹部の少なくとも片側に少なく
とも１つの細い領域を含む、付記６２に記載の拡張型医療用具。
［付記６７］
　前記頂端は、少なくとも１つのストラットにおける前記凹部の少なくとも片側に少なく
とも１つの細い領域を含む、付記６３または６５に記載の拡張型医療用具。
【符号の説明】
【００８５】
　２０　ステント
　３０　本体部
　３２　第１端
　３４　第２端
　４０　ストラット
　４２　略直線部分
　４４　波形部分
　４６　略直線部分
　４８　ヒンジ部分
　５０　コネクタ
　５２　略直線部分
　５４　彎曲部分
　６０　リング
　７０　略直線部分
　７２　彎曲部分
　８０　彎曲頂端
　８２　くぼみ
　８４　凹部
　８５　細い領域
　８６　スロット
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